
 

岐阜県新型コロナウイルス感染症対策協議会 

 次第 

 

 

日 時：令和２年４月３日（金） 

    １５：００～      

場 所：４階 特別会議室    

 

１ 新型コロナウイルス感染症の状況と本県の取組み   

・【資料１】県内の感染者発生状況 

・【資料２】本部員会議（第３回）について 

・学校再開に伴う感染症予防対策 

・社会福祉施設における感染症予防対策 

・職員の感染症予防対策 

・県主催等のイベント等の取扱い 

・知事メッセージ 

・【資料３】医療体制の整備（調整本部） 

・【資料４】マスク・消毒液等の確保・配分の状況 

・【資料５】岐阜県新型コロナウイルス感染症対策行動計画 

・【資料６】県の推進体制（４月１日～） 

・【資料７】岐阜県のこれまでの取組み 

 

２ 景気経済対策について（意見交換）【資料８】 

・これまで実施した対策と今後の方針（骨子）案 

・各種団体等へのヒアリング結果 
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県内の感染状況 

 

 
 
 

分類 
可児市 

クラスター 
海外渡航 その他 

感染者数 ３６ １４ ５ １７ 

 重症 ２ ２ ０ ０ 

 軽症 ３１ １２ ４ １５ 

 退院 ３ ０ １ ２ 
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時
間
を
１
時
間
程
度
遅
ら
せ
る
な
ど
、
時
差
登
校
を
検
討
・
実
施
 

教
科

指
導
 

◆
 
実
技
指
導

等
に
つ
い
て
は
、
飛
沫
飛
散
等
へ
の
対
応
を
徹
底
し
て
実
施
 

◆
 
特
に
飛
沫

飛
散
等
が
懸
念
さ
れ
る
内
容
は
、
年
間
指
導
計
画
の
実
施
時
期
を
変
更
 
例

：「
音

楽
」

の
歌
唱

指
導
を

年
度
後

半
に
実

施
 

部
活

動
 

◆
 
４
月
１
７

日
（
金
）
ま
で
部
活
動
を
自
粛
 

日
常

の
確

認
 

◆
 
毎
日
、
全

て
の
教
員
が
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
に
よ
り
確
認
 

心
の

ケ
ア

対
策
 

◆
 
臨
時
（
４

月
）
に
「
心
の
ア
ン
ケ
ー
ト
」
を
実
施
 
 
◆
 
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
を
活
用
し
た
個
別
面
談
を
実
施
 

 ※
 

県
立

特
別

支
援

学
校

に
お

い
て

は
、

上
記

の
取

組
に

加
え

、
以

下
の

対
応

を
実

施
 

◆
 
朝
・
昼
・
帰
宅
前
に
検
温
 

◆
 
３
つ
の
条
件
（
密
）
が
重
な
る
可
能
性
の
高
い
ス
ク
ー
ル
バ
ス
の
乗
車
人
数
を
制
限
(
保
護
者
送
迎
を
原
則
)
 

◆
 
医
療
的
ケ
ア
対
象
児
童
生
徒
や
基
礎
疾
患
の
あ
る
児
童
生
徒
は
、
出
席
停
止
を
基
本
に
主
治
医
や
保
護
者
と
相
談
 

 ※
 

小
中

学
校

（
可

児
市

立
（

１
６

校
）
、

川
辺

町
立

（
４

校
）

の
計

２
０

校
）

に
つ

い
て

は
、

可
児

市
及

び
川

辺
町

に
上

記
の

対
応

を
要

請
済

み
 

資
料

２
－

１
 



 

学
校

再
開

に
伴
う
感

染
症

予
防

対
策
に

つ
い
て
 

 
 

 
【

Ａ
】

 
全

て
の

学
校

で
実

施
す

る
予

防
対

策
 

【
Ｂ
】

 
強

化
対

象
校

で
追

加
(
充

実
)
し

て
実

施
す

る
予

防
対

策
 

＜
県
立
高
校
(７

校
)＞

 可
児
、
可
児
工
業
、
加
茂
、
加
茂
農
林
、
東
濃
、
東
濃
実
業
、
八
百
津
 

＜
県
立
学
校
(２

校
)＞

 農
業
大
学
校
、
国
際
園
芸
ア
カ
デ
ミ
ー
 

＜
私
立
学
校
(６

校
)＞

 帝
京
可
児
小
・
中
・
高
、
美
濃
加
茂
中
・
高
、
多
治
見
西
高
 

登
校

前
の

検
温

 

健
康

状
態

確
認

 

〇
「
健
康
チ
ェ
ッ
ク
カ
ー
ド
」
を
朝
Ｓ
Ｈ
Ｒ
で
確
認
 

〇
無
記
入
の
場
合
は
、
保
健
室
等
で
検
温
・
健
康
状
態
確
認
 

☞
 
「
健
康
チ
ェ
ッ
ク

カ
ー
ド
」
は
、
校
舎
に
入
る
前
に
確
認
 

☞
 
無
記
入
の
場
合
は

、
そ
の
場
で
検
温
・
健
康
状
態
確
認
 

登
校

後
の

手
洗

 
〇
原
則
、
手
指
消
毒
液
を
設
置
、
消
毒
後
に
入
校
 

※
消
毒
液
不
足
の
場
合
は
、
教
室
入
室
前
の
手
洗
い
徹
底
 

☞
 
必
ず
手
指
消
毒
液

を
設
置
、
消
毒
後
に
入
校
 

入
学

式
 

始
業

式
 

〇
以
下
の
対
策
を
徹
底
し
て
実
施
 

・
出
席
者
の
間
隔
を
空
け
る
 

・
式
典
時
間
の
短
縮
（
凡
そ
６
０
分
以
内
）
 

・
十
分
な
換
気
 

入
学
式
 

◆
受
付
複
数
設
置
 
◆
会
場
入
口
に
手
指
消
毒
液
配
置
 

◆
椅
子
間
隔
１
ｍ
程
度
空
け
る
 
◆
保
護
者
等
１
名
 

◆
窓
常
時
開
放
 
◆
式
典
時
間
３
０
分
以
内
 

始
業
式
 

◆
各
ク
ラ
ス
で
放
送
等
に
よ
り
実
施
 

咳
エ

チ
ケ

ッ
ト

 
〇
生
徒
は
マ
ス
ク
装
着
等
、
咳
エ
チ
ケ
ッ
ト
を
励
行
 

〇
教
職
員
は
、
必
ず
マ
ス
ク
を
装
着
 

☞
 
生
徒
も
必
ず
マ
ス

ク
を
装
着
 

教
室

換
気

 
〇
教
室
の
窓
や
ド
ア
を
休
み
時
間
ご
と
に
開
放
 

☞
 
授
業
時
間
中
も
十

分
に
換
気
 

校
内

清
掃

 
〇
１
日
１
回
以
上
、
消
毒
液
を
使
用
し
て
清
掃
 

☞
 
１
日
２
回
（
昼
・

放
課
後
）
、
消
毒
液
を
使
用
し
て
清
掃
 

登
校

後
の

体
調

不
良

へ
の

対
応

 

〇
体
調
に
異
変
を
感
じ
た
ら
す
ぐ
に
、
近
く
の
教
員
に
連

絡
（
教
員
は
管
理
職
に
報
告
後
、
保
護
者
に
連
絡
）
 

☞
 
保
健
室
の
近
く
に

待
機
室
を
確
保
（
体
調
不
良
の
生
徒
を
保
護
者
の
迎
え
が

あ
る
ま
で
待
機
さ

せ
る
別
室
）
 

衛
生

管
理

体
制

 
〇
学
校
再
開
前
に
、
学
校
医
等
に
よ
り
確
認
 

☞
 
学
校
再
開
後
も
、
週
１
回
、
学
校
医
等
の
確
認
を
実
施
 

教
科

指
導

 
〇
実
技
指
導
等
に
つ
い
て
は
、
飛
沫
飛
散
等
へ
の
対
応
を

徹
底
し
て
実
施
 

☞
 
年
間
指
導
計
画
の

実
施
時
期
を
変
更
 

例
：「

音
楽

」
の

歌
唱

指
導

を
年

度
後

半
に

実
施
 

部
活

動
 
〇
予
防
対
策
（
手
洗
い
、
換
気
、
身
体
接
触
活
動
の
禁
止
等
）

を
徹
底
し
た
上
で
、
活
動
を
再
開
 

☞
 
４
月
１
２
日
ま
で

部
活
動
を
自
粛
 

日
常

の
確

認
 
〇
毎
日
、
全
て
の
教
員
が
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
に
よ
り
確
認
 

（
同
じ
）
 

心
の

ケ
ア

対
策
 
〇
臨
時
（
４
月
）
に
「
心
の
ア
ン
ケ
ー
ト
」
を
実
施
 

☞
 
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン

セ
ラ
ー
等
を
活
用
し
た
個
別
面
談
を
実
施
 

 ＜
可

茂
特

別
支

援
学

校
（

美
濃

加
茂

市
）

＞
 

上
記

【
Ｂ

】
の

取
組

に
加

え
、

以
下

の
対

応
を

実
施

 
 

◆
 
朝
・
昼
・
帰
宅
前
に
検
温
 
 
◆
 
部
活
動
は
４
月
１
２
日
ま
で
中
止
 
 

◆
 
３
つ
の
条
件
（
密
）
が
重
な
る
可
能
性
の
高
い
ス
ク
ー
ル
バ
ス
の
乗
車
人
数
を
制
限
(
保
護
者
送
迎
を
原
則
)
 

◆
 
医
療
的
ケ
ア
対
象
児
童
生
徒
や
基
礎
疾
患
の
あ
る
児
童
生
徒
は
、
出
席
停
止
を
基
本
に
主
治
医
や
保
護
者
と
相
談
 

 ※
小

中
学
校

：
可
児

市
立

(１
６

校
）
、
川

辺
町
立

(
４
校
)
の

計
２

０
校

も
上

記
【

Ｂ
】

の
対

応
を
要

請
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社会福祉施設における感染症予防対策について 

 

 

１ これまでの県の取り組み 

・ 国の感染症予防対策に関する各種通知の速やかな施設・市町村への周

知徹底 

・ 県において、新型コロナウイルス発生後、新たに「感染・まん延防止

チェックリスト」を作成し、各施設に周知し感染防止対策を徹底 

 

 

２ 感染予防対策の強化 

（１）社会福祉施設に対する重点的な感染症予防対策の実施 

県で作成した「感染・まん延防止チェックリスト」に基づき、特に重

症化しやすい介護等が必要な方が入所する特別養護老人ホーム（１８２

施設）、介護老人保健施設（７８施設）、障害者支援施設（４６施設）、児

童福祉施設（２７施設）等に対し、直接、感染・まん延防止の取り組み

状況の確認・指導を行う。 

 

（２）社会福祉施設に対する手指消毒用エタノールの確保 

高齢者・障がい者が入所する社会福祉施設における感染防止対策を推進

するため、手指消毒用エタノールが不足する施設に対し、県として確保を

行う。 

 

 

資料２－２ 



職員の感染症予防対策について 

 

１ 計画的な在宅勤務（県庁「３密」解消作戦） 

＜方針＞ 

・職員への新型コロナウイルス感染拡大を防ぐため、４月６日（月）から

当面２週間、各所属のおおむね１／２の職員の在宅勤務を推進 

・業務の性質上、１／２の在宅勤務が困難な所属においては、会議室を確

保し執務内での勤務職員を減らすなど、密閉空間、密集場所、密接場面

を避ける取り組みを実施 

 

＜具体的な対応案＞ 

・県民サービスが大きく低下しない範囲で、半数程度の職員が原則として

１週間交替で職場勤務、在宅勤務を実施 

 （ただし、各所属の状況（窓口対応の有無、業務の性質等）に応じて、 

臨機応変に対応） 

・特に、新型コロナウイルスの感染拡大がみられる地域から異動してきた 

職員や当該地域に居住している職員を優先して在宅勤務を実施 

・公共交通機関利用職員についても、優先して在宅勤務を実施 

・新型コロナウイルス感染拡大防止や、県民の生命・安全や生活の維持に

直結する業務などに従事することから、在宅勤務が困難な場合には、各

庁舎の大会議室などを利用して、執務室での勤務者を減らす 

 

２ まん延防止対策 

（１） まん延防止に係る管理責任者の設置 

・以下の取組みを確実に実施するため、各所属に「管理責任者」を置く  

（在宅勤務をしていない所属長など） 

 

（２）マスク着用、手洗い、うがいの徹底 

・マスクの着用、登・帰庁・帰宅時の手洗い、うがいの実施、「咳エチケ

ット」の厳守 

・窓口業務のある所属については、マスクの着用の他、対面する人との距

離を１～２メートルにする等の工夫を実施 

 

資料２－３ 



（３）出勤前の健康チェック 

・出勤前の検温 

・発熱や体調不良の症状がある場合は、所属管理職へ報告し、出勤を取り

止めるとともに、倦怠感、呼吸困難の症状がある場合などは、早急に「帰

国者・接触者相談センター」へ相談 

 

（４）時差出勤の実施 

  ・公共交通機関を利用する職員は、時差出勤を実施 

 

（５）執務内における勤務環境の整備 

・密閉空間、密集場所、密接場面を避けるため、執務室内の換気（１時間

に１～２回程度）、職員間の距離確保とともに、手洗いの励行やマスク

の着用を徹底 

 

（６）不要不急の出張・会議の見直し 

・出張全般について、真に必要な出張かどうかを見極め 

・特に、感染者が多数発生している地域への出張、公共交通機関の利用を

伴う出張は差し控え 

・多数の者が参集する会議は、真に必要なものかどうかを見極め 

・特に、県が主催者となる会議については、資料配布で代替するなど、多

数の者が一堂に会する機会を回避 

 

（７）異動職員への対応等 

・感染拡大地域からの異動職員や居住している職員は、優先的に、在宅勤

務を実施 

・担当業務の性質上、止むを得ず出勤する必要がある場合は、特に健康状

況を注視 

・庁舎内の会議室等別の場所で執務することも検討 

 

（８）日常生活における感染予防策の徹底 

  ・「密閉空間」「密集場所」「密接場面」を避けた行動 

  ・公共交通機関の不用意な利用の回避 



 

県主催等のイベント等の取扱いについて 

 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、４月以降の県が主催・関与する

イベント等について、４月19日(日)まで、下記のとおり取り扱うこととします。 

 

記 

 

・県が主催等するイベント等については、これまでと同様の取扱いとする。 

（原則として、中止、延期又は規模縮小等） 

・県以外が主催となる県有施設を利用したイベント等についても、原則として、

中止、延期又は規模縮小等を行うよう、主催者に要請する。 

・県直営施設等の一部（歴史資料館、美術館、現代陶芸美術館、図書館、博物館、

高山陣屋、文化財保護センター、空宙博）を完全休館する。 

それ以外の施設については、これまでと同様の取扱いとする。 

資料２－４ 



県有施設の扱い 

  

次の２施設については、４月１９日（日）まで閉鎖 

 ◆花フェスタ記念公園（可児市） 

【公園内の「麒麟がくる ぎふ可児大河ドラマ館」を含む】 

◆川辺漕艇場（川辺町） 

 

＜県有文化施設＞ 

歴史資料館、美術館、現代陶芸美術館、図書館、博物館、高山陣屋、文化財保

護センター 

 〇４月１９日（日）まで完全休館 

空宙博、アクア・トトぎふ 

〇展示室：通常開館対応 

〇イベント：開催しない 

先端科学技術体験センター（サイエンスワールド） 

〇イベント（指定管理者主催）：開催しない 

ＯＫＢふれあい会館、ぎふ清流文化プラザ、飛騨・世界生活文化センター 

〇貸館（100人以上収容可能な各種ホール・大会議室等） 

予約者に対して、延期・中止又は規模縮小を働きかけ 

〇イベント（指定管理者主催）：開催しない 

 

＜主な県有スポーツ施設＞ 

休館・一部利用停止とする。 

○岐阜メモリアルセンター（トレーニング室、水泳場、庭球場） 

○御嶽濁河高地トレーニングセンター（トレーニング室） 

○クリスタルパーク恵那スケート場（トレーニング室） 

○福祉友愛プール 

○福祉友愛アリーナ 
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番

月
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曜 日
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事
名

主
催

者
区

分
主

催
者

人
数

（
人

）
開

催
検

討
結

果
担

当
部

局
名

市
町

村
名

施
設

名

1
3
～ 4

2
0

～
4

　
水

ロ
ケ

ッ
ト

製
作

教
室

・
発

射
体

験
（

全
1
8

回
）

県
県

・
各

務
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市
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（
公

財
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岐
阜
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か
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は
ら

航
空
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宙

博
物

館
各

務
原

市
岐

阜
か

か
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が
は

ら
航

空
宇

宙
博

物
館

各
回

2
0

中
止

商
工

労
働

部

2
4
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土

バ
ル

ー
ン

シ
ョ

ー
指

定
管

理
者

ぎ
ふ

清
流

里
山

公
園

み
ら
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創

造
グ

ル
ー

プ
美

濃
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茂
市

ぎ
ふ

清
流

里
山

公
園

1
0
0

中
止
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公
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整
備
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4

4
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土 日
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
聖

火
リ

レ
ー

実
行

委
員

会
東

京
2
0
2
0
組

織
委

員
会

岐
阜

県
聖

火
ﾘﾚ

ｰ実
行

委
員

会
県

内
各

地
岐

阜
メ

モ
リ

ア
ル

セ
ン

タ
ー

　
他

多
数

延
期

清
流

の
国

推
進

部

4
4

5
日

菊
地

涼
子

講
演

会
県

県
・

各
務

原
市

・
（

公
財

）
岐

阜
か

か
み

が
は

ら
航

空
宇

宙
博

物
館

各
務

原
市

岐
阜

か
か

み
が

は
ら

航
空

宇
宙

博
物

館
1
4
0

中
止

商
工

労
働

部

5
4

6
月

岐
阜

県
交

通
安

全
県

民
大

会
実

行
委

員
会

岐
阜

県
交

通
安

全
対

策
協

議
会

※
事

務
局

　
県

民
生

活
課

岐
阜

市
ぎ

ふ
清

流
文

化
プ

ラ
ザ

　
長

良
川

ホ
ー

ル
3
0
0

延
期

環
境

生
活

部

6
4

6
月

消
防

学
校

　
入

学
式

県
消

防
学

校
各

務
原

市
消

防
学

校
1
2
0

規
模

縮
小

危
機

管
理

部

7
4

8
水

森
林

文
化

ア
カ

デ
ミ

ー
入

学
式

県
森

林
文

化
ア

カ
デ

ミ
ー

美
濃

市
森

林
文

化
ア

カ
デ

ミ
ー

1
3
0

規
模

縮
小

林
政

部

8
4

8
水

入
学

式
県

国
際

た
く

み
ア

カ
デ

ミ
ー

美
濃

加
茂

市
国

際
た

く
み

ア
カ

デ
ミ

ー
　

体
育

館
1
0
0

規
模

縮
小

商
工

労
働

部

9
4

8
水

令
和

２
年

度
入

学
式

県
衛

生
専

門
学

校
岐

阜
市

岐
阜

県
総

合
医

療
セ

ン
タ

ー
1
5
0

規
模

縮
小

健
康

福
祉

部

1
0

4
9

木
農

業
大

学
校

　
入

学
式

県
農

業
大

学
校

可
児

市
農

業
大

学
校

1
0
0

規
模

縮
小

農
政

部

1
1

4
9

木
国

際
園

芸
ア

カ
デ

ミ
ー

入
学

式
県

国
際

園
芸

ア
カ

デ
ミ

ー
可

児
市

国
際

園
芸

ア
カ

デ
ミ

ー
1
0
0

規
模

縮
小

農
政

部

1
2

4
1
1

土
ね

ん
り

ん
ピ

ッ
ク

岐
阜

２
０

２
０

広
報

キ
ャ

ラ
バ

ン
実

行
委

員
会

ね
ん

り
ん

ピ
ッ

ク
岐

阜
２

０
２

０
実

行
委

員
会

関
ケ

原
町

関
ケ

原
町

民
体

育
館

多
数

中
止

清
流

の
国

推
進

部

1
3

4
1
1

土
清

流
の

国
ジ

ュ
ニ

ア
ア

ス
リ

ー
ト

育
成

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

　
共

通
プ

ロ
グ

ラ
ム

　
第

６
期

生
認

定
式

県
競

技
ス

ポ
ー

ツ
課

岐
阜

市
長

良
川

ス
ポ

ー
ツ

プ
ラ

ザ
1
2
0

中
止

清
流

の
国

推
進

部

1
4

4
1
1

土
マ

ジ
ッ

ク
シ

ョ
ー

指
定

管
理

者
ぎ

ふ
清

流
里

山
公

園
み

ら
い

創
造

グ
ル

ー
プ

美
濃

加
茂

市
ぎ

ふ
清

流
里

山
公

園
1
0
0

中
止

都
市

公
園

整
備

局

1
5

4
1
1 ～ 1
2

土 ～ 日
夏

季
シ

ー
ズ

ン
ス

タ
ー

ト
イ

ベ
ン

ト
指

定
管

理
者

恵
那

市
恵

那
市

ク
リ

ス
タ

ル
パ

ー
ク

恵
那

ス
ケ

ー
ト

場
2
0
0

延
期

清
流

の
国

推
進

部

1
6

4
1
1 ～ 1
2

土 日
花

フ
ェ

ス
タ

記
念

公
園

春
の

無
料

感
謝

デ
ー

指
定

管
理

者
花

フ
ェ

ス
タ

記
念

公
園

管
理

運
営

グ
ル

ー
プ

可
児

市
花

フ
ェ

ス
タ

記
念

公
園

1
0
,0

0
0

中
止

都
市

公
園

整
備

局

県
主

催
、

関
与

の
主

な
イ

ベ
ン

ト
予

定
（

４
月

１
９

日
開

催
ま

で
）

会
場



通
番

月
日

曜 日
行

事
名

主
催

者
区

分
主

催
者

人
数

（
人

）
開

催
検

討
結

果
担

当
部

局
名

市
町

村
名

施
設

名

会
場

1
7

4
1
2

日
ぎ

ふ
ス

ポ
ー

ツ
フ

ェ
ア

2
0
2
0
総

合
開

会
式

実
行

委
員

会
ぎ

ふ
ス

ポ
ー

ツ
フ

ェ
ア

実
行

委
員

会
岐

阜
市

岐
阜

メ
モ

リ
ア

ル
セ

ン
タ

ー
　

で
愛

ド
ー

ム
4
0
0

中
止

清
流

の
国

推
進

部

1
8

4
1
2

日
ね

ん
り

ん
ピ

ッ
ク

岐
阜

２
０

２
０

広
報

キ
ャ

ラ
バ

ン
実

行
委

員
会

ね
ん

り
ん

ピ
ッ

ク
岐

阜
２

０
２

０
実

行
委

員
会

海
津

市
木

曽
三

川
公

園
セ

ン
タ

ー
多

数
中

止
清

流
の

国
推

進
部

1
9

4
1
2

日
パ

イ
プ

オ
ル

ガ
ン

定
期

演
奏

会
県

美
術

館
岐

阜
市

岐
阜

県
美

術
館

1
5
0

中
止

県
民

文
化

局

2
0

4
1
4

火
ふ

れ
あ

い
ア

ト
リ

ウ
ム

ラ
イ

ブ
！

指
定

管
理

者
ふ

れ
あ

い
フ

ァ
シ

リ
テ

ィ
ズ

岐
阜

市
Ｏ

Ｋ
Ｂ

ふ
れ

あ
い

会
館

　
ア

ト
リ

ウ
ム

1
0
0

中
止

県
民

文
化

局

2
1

4
1
7

金
纐

纈
歩

美
ジ

ャ
ズ

ト
リ

オ
指

定
管

理
者

ふ
れ

あ
い

フ
ァ

シ
リ

テ
ィ

ズ
岐

阜
市

サ
ラ

マ
ン

カ
ホ

ー
ル

3
0
0

延
期

県
民

文
化

局

2
2

4
1
8

土
清

流
の

国
ジ

ュ
ニ

ア
ア

ス
リ

ー
ト

育
成

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

　
共

通
プ

ロ
グ

ラ
ム

県
競

技
ス

ポ
ー

ツ
課

岐
阜

市
岐

阜
大

学
1
1
0

中
止

清
流

の
国

推
進

部

2
3

4
1
8

土
企

業
の

森
（

イ
ビ

デ
ン

）
県

イ
ビ

デ
ン

揖
斐

川
町

揖
斐

川
町

藤
橋

1
5
0

中
止

林
政

部

2
4

4
1
8

土
清

流
の

国
ジ

ュ
ニ

ア
ア

ス
リ

ー
ト

育
成

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

　
共

通
プ

ロ
グ

ラ
ム

県
競

技
ス

ポ
ー

ツ
課

山
県

市
山

県
市

総
合

体
育

館
1
8
0

中
止

清
流

の
国

推
進

部

2
5

4
1
8

土
ね

ん
り

ん
ピ

ッ
ク

岐
阜

２
０

２
０

広
報

キ
ャ

ラ
バ

ン
実

行
委

員
会

ね
ん

り
ん

ピ
ッ

ク
岐

阜
２

０
２

０
実

行
委

員
会

関
市

関
市

本
町

通
多

数
中

止
清

流
の

国
推

進
部

2
6

4
1
9

日
2
0
2
0
地

歌
舞

伎
勢

揃
い

公
演

県
文

化
創

造
課

(公
財

)岐
阜

県
教

育
文

化
財

団
岐

阜
市

ぎ
ふ

清
流

文
化

プ
ラ

ザ
　

長
良

川
ホ

ー
ル

5
0
0

延
期

県
民

文
化

局

2
7

4
1
9

日
ね

ん
り

ん
ピ

ッ
ク

岐
阜

２
０

２
０

広
報

キ
ャ

ラ
バ

ン
実

行
委

員
会

ね
ん

り
ん

ピ
ッ

ク
岐

阜
２

０
２

０
実

行
委

員
会

美
濃

加
茂

市
中

山
道

太
田

宿
多

数
延

期
清

流
の

国
推

進
部

2
8

4
1
9

日
博

物
館

学
芸

講
座

　
講

演
会

「
満

州
移

民
と

岐
阜

県
」

県
博

物
館

関
市

岐
阜

県
博

物
館

　
け

ん
ぱ

く
ホ

ー
ル

1
2
0

中
止

県
民

文
化

局

2
9

3
～ 5

毎 日
　

シ
ア

タ
ー

上
映

指
定

管
理

者
（

公
財

）
岐

阜
か

か
み

が
は

ら
航

空
宇

宙
博

物
館

各
務

原
市

岐
阜

か
か

み
が

は
ら

航
空

宇
宙

博
物

館
各

回
1
4
0

中
止

商
工

労
働

部

3
0

4
～ 5

毎 日

各
種

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

・
体

験
（

小
型

ジ
ェ

ッ
ト

機
、

旅
客

機
、

ヘ
リ

コ
プ

タ
ー

、
飛

行
機

の
仕

組
み

、
は

や
ぶ

さ
２

ミ
ッ

シ
ョ

ン
、

Ｔ
３

搭
乗

）
指

定
管

理
者

（
公

財
）

岐
阜

か
か

み
が

は
ら

航
空

宇
宙

博
物

館
各

務
原

市
岐

阜
か

か
み

が
は

ら
航

空
宇

宙
博

物
館

不
定

数
中

止
商

工
労

働
部

3
1

4
～ 5

毎 日
ガ

イ
ド

（
ス

ポ
ッ

ト
ガ

イ
ド

（
平

日
）

、
ガ

イ
ド

ツ
ア

ー
（

土
日

祝
日

）
）

指
定

管
理

者
（

公
財

）
岐

阜
か

か
み

が
は

ら
航

空
宇

宙
博

物
館

各
務

原
市

岐
阜

か
か

み
が

は
ら

航
空

宇
宙

博
物

館
不

定
数

中
止

商
工

労
働

部

3
2

4
～ 5

土
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

（
傘

ふ
く

ろ
ロ

ケ
ッ

ト
を

と
ば

そ
う

）
全

1
3
回

指
定

管
理

者
（

公
財

）
岐

阜
か

か
み

が
は

ら
航

空
宇

宙
博

物
館

各
務

原
市

岐
阜

か
か

み
が

は
ら

航
空

宇
宙

博
物

館
不

定
数

中
止

商
工

労
働

部

3
3

4
～ 5

日
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

（
紙

飛
行

機
製

作
教

室
（

初
級

）
）

全
1
4
回

指
定

管
理

者
（

公
財

）
岐

阜
か

か
み

が
は

ら
航

空
宇

宙
博

物
館

各
務

原
市

岐
阜

か
か

み
が

は
ら

航
空

宇
宙

博
物

館
不

定
数

中
止

商
工

労
働

部



通
番

月
日

曜
日

行
事

名
主

催
者

会
場

（
市

町
村

名
）

会
場

（
施

設
名

）
状

況

1
3
～ 4

2
3
～

1
2

月
～ 日

木
曽

三
川

公
園

チ
ュ

ー
リ

ッ
プ

祭
2
0
2
0

国
立

木
曽

三
川

公
園

海
津

市
木

曽
三

川
公

園
セ

ン
タ

ー
中

止

2
3
～ 4

2
8
～

1
2

土
～ 日

水
の

都
お

お
が

き
船

下
り

大
垣

市
観

光
協

会
大

垣
市

水
門

川
一

帯
中

止

3
3
～ 4

2
8
～ 5

土
～ 日

各
務

原
市

桜
ま

つ
り

各
務

原
市

桜
ま

つ
り

実
行

委
員

会
各

務
原

市
各

務
原

市
民

公
園

中
止

4
3
～ 4

2
8
～

1
2

土
～ 日

笠
松

春
ま

つ
り

か
さ

ま
つ

ま
ち

づ
く

り
イ

ベ
ン

ト
実

行
委

員
会

笠
松

町
笠

松
み

な
と

公
園

ほ
か

中
止

5
4

3
,4

金
土

Ｂ
３

リ
ー

グ
岐

阜
バ

ス
ケ

ッ
ト

ボ
ー

ル
(株

)
岐

阜
市

岐
阜

メ
モ

リ
ア

ル
セ

ン
タ

ー
で

愛
ド

ー
ム

中
止

6
4

4
,5

土
日

全
国

組
手

試
合

～
春

の
陣

～
和

道
会

美
濃

藍
川

岐
阜

市
岐

阜
メ

モ
リ

ア
ル

セ
ン

タ
ー

で
愛

ド
ー

ム
他

中
止

7
4

4
,5

土
日

道
三

ま
つ

り
岐

阜
市

、
岐

阜
市

商
工

会
議

所
岐

阜
市

岐
阜

市
内

中
止

8
4

5
日

岐
阜

県
ジ

ュ
ニ

ア
春

季
水

泳
記

録
会

岐
阜

県
ス

イ
ミ

ン
グ

ク
ラ

ブ
協

会
岐

阜
市

岐
阜

メ
モ

リ
ア

ル
セ

ン
タ

ー
長

良
川

ス
イ

ミ
ン

グ
プ

ラ
ザ

中
止

9
4

5
日

日
本

消
防

協
会

表
彰

受
賞

披
露

式
恵

那
市

消
防

協
会

恵
那

市
ク

リ
ス

タ
ル

パ
ー

ク
恵

那
ス

ケ
ー

ト
場

中
止

1
0

4
5

日
六

斎
市

六
斎

市
実

行
委

員
会

中
津

川
市

中
津

川
市

本
町

通
り

、
新

町
通

り
中

止

1
1

4
6
～ 1
2

月
～ 日

H
o
ck

e
y
 J

un
io

r 
W

o
rl
d
 C

up
女

子
ア

ジ
ア

予
選

大
会

ア
ジ

ア
ホ

ッ
ケ

ー
連

盟
各

務
原

市
川

崎
重

工
ホ

ッ
ケ

ー
ス

タ
ジ

ア
ム

延
期

1
2

4
5

日
谷

汲
さ

く
ら

ま
つ

り
谷

汲
さ

く
ら

ま
つ

り
実

行
委

員
会

揖
斐

川
町

町
営

谷
汲

門
前

駐
車

場
中

止

1
3

4
1
1

土
手

力
の

火
祭

岐
阜

手
力

火
ま

つ
り

奉
賛

会
岐

阜
市

手
力

雄
神

社
中

止

県
内

の
主

な
イ

ベ
ン

ト
の

状
況

　
（

４
月

１
９

日
開

催
ま

で
）



通
番

月
日

曜
日

行
事

名
主

催
者

会
場

（
市

町
村

名
）

会
場

（
施

設
名

）
状

況

1
4

4
1
1
,1

2
土

日
た

じ
み

陶
器

ま
つ

り
多

治
見

陶
器

ま
つ

り
実

行
委

員
会

多
治

見
市

「
本

町
６

」
交

差
点

～
「

多
治

見
橋

南
」

交
差

点
等

中
止

1
5

4
1
1
,1

2
土

日
美

濃
ま

つ
り

美
濃

市
美

濃
市

美
濃

市
う

だ
つ

の
上

が
る

町
並

み
他

中
止

1
6

4
1
2

日
明

治
安

田
生

命
J
３

リ
ー

グ
第

6
節

　
F
C
岐

阜
ｖ

ｓ
沼

津
(株

)岐
阜

フ
ッ

ト
ボ

ー
ル
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岐

阜
県

民
の

す
べ

て
の

皆
さ

ま
に

 
 

 

今
、
岐
阜
県
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
の
危
機
に
あ
り
ま
す
。
本
日
 

時
点
で
陽
性
患
者
は
３
６
名
と
な
り
、
昨
日
ま
で
１
２
日
連
続
で
発
生
し
て
い
ま
す
。
 

ま
た
、
こ
れ
ま
で
発
生
し
て
い
な
か
っ
た
地
域
で
発
生
す
る
な
ど
、
全
体
的
に
陽
性
 

患
者
増
加
の
ペ
ー
ス
も
上
が
っ
て
い
ま
す
。
 

  
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
県
民
の
皆
さ
ま
に
強
く
お
願
い
し
ま
す
。
 

こ
れ
以
上
の
拡
が
り
を
何
と
し
て
も
食
い
止
め
る
た
め
、
感
染
し
て
か
ら
発
症
す
る
ま
 

で
の
期
間
も
考
慮
し
た
約
２
週
間
、
す
な
わ
ち
４
月
４
日
（
土
）
か
ら
１
９
日
（
日
）
の
 

間
、「

ス
ト
ッ
プ
 
新
型
コ
ロ
ナ
 
２
週
間
作
戦
」
と
し
て
、
重
点
的
に
感
染
拡
大
防
止
 

対
策
を
実
施
し
ま
す
。
 

  
ま
ず
、
す
べ
て
の
県
民
の
皆
さ
ま
に
は
、
特
に
以
下
の
２
点
の
徹
底
を
お
願
い
し
ま
 

す
。
 

 

（
１
）
不
要
不
急
の
外
出
を
控
え
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
 
※
 
特
に
症
状
が
出
に
く
い
と
さ
れ
る
若
い
方
の
移
動
に
よ
る
ウ
イ
ル
ス
拡
散
 

が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。
慎
重
な
行
動
を
お
願
い
し
ま
す
。
 

 
 
 
※
 
県
内
各
大
学
等
に
お
き
ま
し
て
も
、
上
記
に
つ
い
て
学
生
の
皆
さ
ま
へ
の
 

働
き
か
け
等
を
お
願
い
し
ま
す
。
 

 

（
２
）
感
染
リ
ス
ク
が
高
ま
る
３
つ
の
条
件
（
密
閉
空
間
・
密
集
場
所
・
密
接
場
面
）
 

が
揃
う
場
（
※
）
を
徹
底
的
に
回
避
し
て
く
だ
さ
い
。
 

※
 
可
児
市
の
ク
ラ
ス
タ
ー
の
原
因
と
な
っ
た
合
唱
団
及
び
ス
ポ
ー
ツ
ジ
ム
を
 

は
じ
め
、
バ
ー
・
ナ
イ
ト
ク
ラ
ブ
な
ど
接
客
を
伴
う
飲
食
店
業
へ
の
出
入
 

り
、
カ
ラ
オ
ケ
・
ラ
イ
ブ
ハ
ウ
ス
、
ダ
ン
ス
サ
ー
ク
ル
や
卓
球
な
ど
呼
気
 

が
激
し
く
な
る
室
内
運
動
の
場
。
 

 

 
ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
取
組
み
に
加
え
、
以
下
の
対
策
を
実
施
し
ま
す
。
 

 １
 
学
校
再
開
に
伴
う
感
染
拡
大
防
止
対
策
の
強
化
 

 
 
３
月
３
１
日
に
決
定
し
た
「
強
化
対
象
校
」
で
の
「
学
校
再
開
に
伴
う
感
染
症
予
防
 

 
対
策
」
を
全
て
の
県
立
学
校
で
実
施
し
ま
す
。
 

市
町
村
等
の
学
校
設
置
者
に
お
か
れ
て
も
、
で
き
る
限
り
の
対
応
を
お
願
い
し
ま
す
。 

２
 
社
会
福
祉
施
設
に
お
け
る
感
染
症
予
防
対
策
の
強
化
 

 
 
高
齢
者
が
多
く
利
用
す
る
介
護
施
設
は
も
と
よ
り
、
社
会
福
祉
施
設
に
お
い
て
は
、
 

ひ
と
た
び
感
染
者
が
発
生
す
る
と
深
刻
な
状
態
に
な
る
可
能
性
が
高
ま
り
ま
す
。
そ
の
 

た
め
、
市
町
村
及
び
各
施
設
と
連
携
し
、
速
や
か
に
、
こ
れ
ら
の
リ
ス
ク
が
高
い
施
設
に
 

対
し
、
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
に
基
づ
く
感
染
症
予
防
対
策
の
徹
底
を
図
り
ま
す
。
 

３
 
計
画
的
在
宅
勤
務
の
促
進
 

 
 
ま
ん
延
防
止
を
図
る
た
め
、
４
月
６
日
（
月
）
か
ら
当
面
２
週
間
、
岐
阜
県
職
員
の
 

半
分
程
度
を
在
宅
勤
務
と
し
、
職
場
に
お
け
る
密
集
状
態
を
大
胆
に
緩
和
し
ま
す
。
 

 
 
市
町
村
、
企
業
に
お
か
れ
て
も
、
で
き
る
限
り
の
取
組
み
を
お
願
い
し
ま
す
。
 

４
 
県
直
営
施
設
等
の
完
全
休
館
な
ど
 

 
 
新
た
に
県
直
営
施
設
等
の
一
部
（
歴
史
資
料
館
、
美
術
館
、
現
代
陶
芸
美
術
館
、
図
書
館
、 

博
物
館
、
高
山
陣
屋
、
文
化
財
保
護
セ
ン
タ
ー
、
空
宙
博
）
を
４
月
１
９
日
（
日
）
ま
で
 

完
全
休
館
と
し
ま
す
。
 

 
 
そ
の
他
の
施
設
、
県
が
主
催
す
る
イ
ベ
ン
ト
等
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
中
止
、 

延
期
又
は
規
模
縮
小
し
て
ま
い
り
ま
す
。
 

   
こ
の
未
曽
有
の
難
局
に
際
し
、
県
民
の
皆
さ
ま
と
と
も
に
重
大
な
危
機
感
を
持
っ
て
取
 

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。
ご
理
解
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。
 

 

令
和
２
年
４
月
３
日
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岐阜県新型コロナウイルス感染症対策 調整本部 

 

 岐阜県内の患者受入れ等を調整するため、「岐阜県新型コロナウイ

ルス感染症対策 調整本部」を設置する。 

 

［◇調整本部の主な業務］ 

  ①入院患者及び重症患者の受入れに関する仕組みの構築 

（重点医療機関の設置、特別配慮が必要な患者の受入れ等含む） 

  ②入院患者及び重症患者の搬送に関する仕組みの構築 

  ③ＰＣＲ検査の県内の検体受入れに関する仕組みの構築 

  ④情報の収集（医療体制整備状況、患者受入れ可能病床数、 

人工呼吸器やＥＣＭＯ※の利用可能状況、 

ＰＣＲ検査の実施体制 等） 

  ⑤技術的助言（治療、感染防御）・指導・患者受入調整 

  ⑥その他（医師派遣調整、国及び他都道府県との広域調整 等） 

 

※ECMO : extracorporeal membrane oxygenation「体外式膜型人工肺」 

資料３ 



 
 

岐阜県新型コロナウイルス感染症対策 調整本部メンバー 

 

〇感染症の専門家 

 ・岐阜大学地域医療医学センター教授 （座長）       村上 啓雄 

 ・国立病院機構長良医療センター統括診療部長     加藤 達雄 

 ・岐阜大学医学部附属病院生体支援センター長     馬場 尚志 

 ・愛知医科大学大学院医学研究科臨床感染症学教授   三鴨 廣繁 

 

〇救急医療の専門家 

 ・岐阜大学医学部附属病院高次救命治療センター長 小倉 真治  

 

〇県医師会副会長及び常務理事 

 

〇県病院協会会長 

 

〇感染症指定医療機関（５医療機関） 

・岐阜赤十字病院 

・大垣市民病院 

・中濃厚生病院 

・岐阜県立多治見病院 

・久美愛厚生病院 

 

〇帰国者・接触者外来設置医療機関（２４医療機関） 

 

〇行政機関 

 ・岐阜県健康福祉部次長（医療担当） 

・岐阜県健康福祉部保健医療課長   ※調整本部の事務局を兼ねる 

 ・県内の保健所長（７か所） 

 ・岐阜市保健所長 

 ・岐阜県保健環境研究所 

 ・岐阜市衛生試験所 

 ・県内消防本部の代表 

 

  



入院までの流れ（現行）

帰国者・接触者相談センターが相談を受
け、帰国者・接触者外来への受診調整

帰国者・接触者外来の医師が新型コロナ
ウイルス感染症を疑い検体採取

保健所が検体を保健環境研究所（岐阜市
衛生試験所）に搬入しPCR検査を実施

陽性 陰性

重症者
重症化のリスクの高い患者

同一圏域の指定医療
機関に入院可能

同一圏内の
指定医療機
関に入院

他圏域の指
定医療機関
や重症患者
受入れ医療
機関に入院

同一圏域の指定医療機関
に受け入れの余裕あり

保健所が圏域内の
帰国者・接触者外
来を設置する一般
医療機関と受け入
れ調整※

※受け入れにあたっては、公立・公的病院を優先し、地域の
実情を勘案しながら各保健所が入院先を調整

yes

yesyes

no

nono



【岐阜県調整本部の役割】
・患者受入れ可能病床数の情報共有
・ICU等の重症者受入れ可能病床数の情報共有
・人工呼吸器、ECMOの利用可能状況等の共有
・消防部門との情報共有
・※についての技術的な助言・調整
・保健所の指導

【保健所の役割】
・クラスター調査の実施
・陽性患者の搬送
・重症例に限定した行政検査の実施

〇新型コロナウイルス感染症を専ら診療する「重点
医療機関」の設置

〇急性期を過ぎ、症状が安定した患者を専ら収容す
る後方施設の設置

入院までの流れ（案）（感染まん延期）

※空き病床の確保については、国の報償費補助の活用を進めると
ともに、県の追加支援も検討

〇重症患者の搬送を24時間、365日担う「患者搬送
コーディネータ」の配置

＜論点＞

全ての医療機関で新型コロナウイルス
感染症患者を診察

臨床的に入院が必要

入院

noyes

自院で入院が可能 自宅待機
noyes

通常の診療ルートで
入院先の調整を実施 入院※
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新型コロナウイルスに関連した空床補償について 

 

＜現在の制度＞ 

〇国庫補助対象病床 

・感染症指定医療機関の感染症病床以外の病床 

・感染症指定医療機関以外の病床 

 

〇補助対象経費 

 

〇補助要件 

 新型コロナウイルス感染症患者等の入院のために確保する

ものとして、都道府県等が厚生労働省に協議した病床に限る。 

 

〇１ケ月あたりの補償額 

 

 

 

＜検討事項＞ 

 ○基準額 16,190 円／日で対応可能か。 
  

 

対象経費 基準額 負担割合 

・病床を確保した日から入院前日まで 

・退院後、消毒等のため空床とした日数 
16,190 円/日 国１/2 

都道府県等 1/2 ・消毒等に係る経費 消毒等に要した経費 

〇1 ケ月間、１床を空床とした場合 

 基準額         16,190 円/日×1 床×30 日＝485,700 円 



ＰＣＲ検査の実施について 

 

【現在の実施体制】 

 

〇 岐阜県保健環境研究所及び岐阜市衛生試験所での行政検 

査の実施 

 ・キャパシティー：８０件／日（最大１２０件／日） 

 ・累計検査件数：９０３件（４／１現在） 

※ 両機関のキャパシティーに空きがある限りは、まず

は行政検査を活用。 

   

〇公的医療保険を利用したＰＣＲ検査を帰国者・接触者外来

医療機関（２４医療機関）が民間検査機関に依頼して実施 

・２４医療機関が民間検査機関２社と契約 

キャパシティーは全国で約１，４００件／日 

※ 県と 24医療機関は委託契約済み。 

 

 

【まん延期を見据えた実施体制の充実】 

 

〇民間検査機関への依頼検査に加えて、帰国者・接触者外来医

療機関内等でのＰＣＲ検査の実施 

  ・自院内での迅速な検査機器購入に対する財政的支援 

 

〇岐阜県保健環境研究所における臨床検査技師の確保及び

迅速検査機器の配備    



自院におけるＰＣＲ検査実施のための支援 

 

＜現在の制度＞ 

○感染症の検体検査機器の整備費補助 
 
・対象施設  帰国者・接触者外来設置医療機関等 

・対象経費  次世代シークエンサー、リアルタイムＰＣＲ 

装置及び、等温遺伝子増幅装置等※の購入費 

※RNA 自動抽出器など検査に必要となる前処 

理工程の機器を含む 

 ・事業者負担  １/２ 
 

→ 事業者負担をさらに軽減する県の追加支援を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

マスク・手指消毒用エタノールの確保・配分状況 
 

１ 配分方針 

・国が示した優先配分基準に従い、帰国者・接触者外来設置医療機関や特定機能病 

院に対して、病床数や在庫状況等に応じて最優先に配分。 

・上記以外の有床病院は県から配分。診療所・歯科診療所・薬局については、三師 

 会を通じて配分。 

 

２ 配分状況 

（１）マスク 

（4 月 3 日現在） 

確保 （枚） 
 配分 （枚） 

国からの配布 ４３６,６００ 

 帰国者・接触者外来設置

医療機関、特定機能病院 
２９３,６００ 

 
上記以外の有床病院 ８８,０００ 

県の独自調達 ５０,０００ 

 

 三師会(県医師会、県歯科

医師会、県薬剤師会) 
１０５,０００ 

県への寄贈 ７３,０００  県立学校等 ３５,０００ 

総計 ５５９,６００  総計 ５２１,６００ 
     

  備蓄在庫（全て寄贈分） ３８,０００ 

 

（２）再利用可能な布製マスク 

  ・介護施設等の各種福祉施設に対して、国が再利用可能なマスク（全国で２千万枚） 

を一括購入し、４月中に、日本郵便の配達網により順次配布予定。 

 

（３）手指消毒用エタノール 

（4 月 3 日現在） 

確保 （500ml/本） 
 配分 （500ml/本） 

県独自調達 ４,０００ 

 帰国者・接触者外来設置医

療機関、特定機能病院 
７８０ 

 県立学校等 １,０００ 

総計 ４,０００  総計 １,７８０ 
     

  備蓄在庫 ２,２２０ 
 

資料４ 



 
新型コロナウイルス感染症に係る｢県行動計画｣の見直しについて 

 

Ⅰ 見直しの趣旨 

○ 特措法第７条第１項に基づき、県行動計画を作成済み。（H30.3改定） 

○ 法改正に伴い、現行の県行動計画に定められている事項は、新型コロナウイ

ルス感染症に関する事項とみなされることとされた。 

○ 一方、新型コロナウイルス感染症は、新型インフルエンザとはウイルスも病

態も異なる感染症である。 

○ このため、現行の県行動計画について、今般の新型コロナウイルス感染症の

特徴を踏まえ、追加・拡充すべき項目を整理し、必要な見直しを行った。 

 

Ⅱ 新型コロナウイルスの特徴 

○ 密閉、密集、密接の３条件が重なる場が感染拡大、集団感染のリスクが特に高い。 

○ 罹患しても約８割が軽症で経過し治癒する例も多い。 

○ 本県の経済圏であり生活圏である愛知県を含む都市圏で感染者が多く発生している。 

○ 現時点で、有効性が確認された抗ウイルス薬やワクチンは存在しない。 

 

Ⅲ 見直しのポイント  

 

１．国の「基本的対処方針」を踏まえた対策の追加・拡充 

（１）サーベイランス・情報収集 

○ＰＣＲ検査の徹底 

（２）予防・まん延防止 

○個人レベルの感染対策強化 

○学校、保育施設等における対策 

○クラスター対策の徹底 

（３）医療 

○専門家会議、調整本部の設置 

○患者増加時における医療体制（自宅待機） 

（４）医療体制確保、県民生活・経済安定のための支援 

 

２．発生状況や社会情勢を踏まえた対策の追加 

○隣県等からの協力要請 

○隣接県を対象区域とした緊急事態宣言がされている場合の措置 

○災害時における避難所対応 

資料５－１ 



 

 

 

 

 

 

岐阜県新型コロナウイルス感染症対策 

行動計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月 

 

本冊子は、新型インフルエンザ等特別措置法
の改正により、新型コロナウイルス感染症に
関する事項とみなされた「岐阜県新型インフ
ルエンザ等対策行動計画」について、変更後
の計画を「新型コロナウイルス感染症」に読
替えたものです。  

資料５－２ 
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はじめに 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法第７条第１項において、

「都道府県知事は、政府行動計画に基づき、当該都道府県の区域に

係る新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画を作成する」と

されている。 

 上記に基づき策定した岐阜県新型インフルエンザ等行動計画（以

下「県行動計画」という。）では、「県行動計画に記載した対策は、

病原性の高い新型インフルエンザ等への対応を念頭に置いたもので

あり、実際に新型インフルエンザ等が発生した際には、当該ウイル

スの病原性・感染力等の特性やその他の状況を踏まえ、計画に記載

するもののうちから、実施すべき対策を選択し決定する」とされて

いる。 

 このため、今般の新型コロナウイルス感染症対策の実施にあたっ

ては、当該ウイルスの特性等を踏まえた内容となるよう、現行の県

行動計画に必要な見直しを行う必要があり、令和 2 年 3 月 28 日に

国から示された「基本的対処方針」等を踏まえ、ここに「岐阜県新

型コロナウイルス感染症対策行動計画」を定めるものである。 
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Ⅰ 対策の基本的考え方 

発生の段階や状況の変化に応じ柔軟に対応する。 

 
１ 県内で発生が確認された段階 

県内で患者が確認された当初の段階では、患者の入院勧告や感染のおそれの
ある者の外出自粛、病原性に応じ、不要不急の外出自粛要請や施設の使用制限
等を行い、感染拡大のスピードをできる限り抑えることを目的とした各般の対
策を講じる。 

 
２ 県内で感染が拡大した段階 

県内で感染が拡大した段階では、県、市町村、国、事業者等は相互に連携し
て、医療の確保、県⺠の生活や経済の維持のために最大限の努力を行う必要が
ある。 

なお、社会の緊張により、予期しない事態が生じることも考えられるため、
県と国が協議の上、社会の状況に応じて臨機応変に対処し、現場が動きやすく
なるよう配慮・工夫を行う。 

 
３ 県民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれがある場合 

県⺠の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれがある場合の新型コ
ロナウイルス感染症への対策は、不要不急の外出自粛等の要請、施設の使用制
限等の要請、各事業者における業務縮小等による接触機会の抑制など医療対応
以外の感染対策と､医療対応を組み合わせて総合的に行うことが必要である。 

特に、医療対応以外の感染対策については、社会全体で取り組むことにより
効果が期待されるものであり、全ての事業者が自発的に職場における感染予防
に取り組むことはもちろん、感染拡大を防止する観点から、継続する重要業務
を絞り込むなどの対策を実施することについて積極的に検討することが重要で
ある。 

事業者の従業員のり患等により、一時期、事業者のサービス提供水準が相当
程度低下する可能性を許容すべきことを県⺠に呼びかけることも必要である。 

一方、新型コロナウイルス感染症のまん延を防止するとともに、県⺠経済や
県⺠生活への影響を注意深く見極めながら、機動的に、事業活動の縮小や雇用
への対策を講じる必要がある。 
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Ⅱ 実施上の留意点 

県、市町村又は指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型コロナウイルス
感染症が発生し、また流行した時に、特措法その他の法令、政府行動計画及び
それぞれの行動計画又は業務計画に基づき、相互に連携協力し、新型コロナウ
イルス感染症対策の的確かつ迅速な実施に万全を期す。この場合において、次
の点に留意する。 

 
１ 基本的人権の尊重 

県及び市町村は、新型コロナウイルス感染症対策の実施に当たっては、基本
的人権を尊重することとする。医療関係者への医療等の実施の要請等(特措法第
31 条)、不要不急の外出の自粛要請、学校、社会福祉施設、興行場等の使用制
限の要請等(特措法第 45 条)、臨時の医療施設の開設のための土地等の使用(特
措法第 49 条)、緊急物資の運送等(特措法第 54 条)、特定物資の売渡しの要請
(特措法第 55 条)等の実施に当たって、県⺠の権利と自由に制限を加える場合
は、その制限は当該新型コロナウイルス感染症対策を実施するため必要最小限
のものとする（特措法第 5 条）。 

具体的には、法令の根拠があることを前提として、県⺠に対して⼗分説明し、
理解を得ることを基本とする。 

 
２ 危機管理としての特措法の性格 

特措法は、万一の場合の危機管理のための制度であって、緊急事態に備えて
さまざまな措置を講じることができるよう制度設計されている。病原性の程度
や、抗ウイルス薬等の対策が有効であるなどにより、緊急事態の措置を講じる
必要がないこともあり得ると考えられ、どのような場合でもこれらの措置を講
じるというものではないことに留意する。 

 
３ 関係機関相互の連携協力の確保 

岐阜県新型コロナウイルス感染症対策本部(特措法第 22 条。以下「県対策本
部」という。)は、政府対策本部(特措法第 15 条)及び市町村対策本部(特措法第
34 条)と相互に緊密な連携を図りつつ、新型コロナウイルス感染症対策を総合
的に推進する。 

県対策本部⻑は、特に必要がある場合には、政府対策本部⻑に対し、指定行
政機関及び指定公共機関が実施する新型コロナウイルス感染症対策に関する総
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合調整を行うよう要請する（特措法第 24 条第 4 項）。また、市町村対策本部⻑
から県対策本部⻑に対して、新型コロナウイルス感染症対策に関する総合調整
を行うよう要請があった場合(特措法第 36 条第 2 項)には、県対策本部⻑はそ
の要請の趣旨を尊重し、必要がある場合には速やかに所要の総合調整を行う。 

 
４ 記録の作成・保存 

県及び市町村は、県対策本部、市町村対策本部における新型コロナウイルス
感染症対策の実施に係る記録を作成し、保存し、公表する。 

 
５ 損失補償、実費弁償及び損害補償 

（１）損失補償 

県は、臨時の医療施設を開設するための土地、家屋又は物資の使用（特措法
第 49 条）又は特定物資の収用及び保管命令（特措法第 55 条第 2 項、第 3 項）
の処分が行われたときは、それぞれ、当該処分により通常生ずべき損失を補償
する。（特措法第 62 条第 1 項）。 

 
（２）実費弁償 

県は、医療関係者への医療・予防接種の実施の要請等(特措法第 31 条第 1 項
〜第 3 項、第 46 条第 6 項)に応じて患者等に対する医療・予防接種を行う医療
関係者に対して、政令で定める基準に従い、その実費を弁償する（特措法第 62
条第 2 項）。 

 
（３）損害補償 

県は、医療の提供の要請等（特措法第 31 条第 1 項、第 3 項）に応じた医療
関係者が、損害を被った場合には、政令で定めるところにより、その者又はそ
の者の遺族若しくは被扶養者に対して補償する（特措法第 63 条第 1 項）。 
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Ⅲ 対策推進のための役割分担 

１ 国 

国は、新型コロナウイルス感染症が発生したときは、自ら新型コロナウイル
ス感染症対策を的確かつ迅速に実施し、地方公共団体並びに指定公共機関及び
指定地方公共機関（以下「指定（地方）公共機関」という。）が実施する新型コ
ロナウイルス感染症対策を的確かつ迅速に支援することにより、国全体として
万全の態勢を整備する責務を有する（特措法第 3 条第 1 項）。 

また、国は、新型コロナウイルス感染症及びこれに係るワクチンその他の医
薬品の調査・研究の推進に努める(特措法第 3 条第 2 項)とともに、ＷＨＯその
他の国際機関及びアジア諸国その他の諸外国との国際的な連携を確保し、新型
コ ロ ナ ウ イ ル ス感 染症 に 関 す る 調 査及 び研 究 に 係 る 国 際協 力の 推 進 に 努 める
(特措法第 3 条第 3 項)。 

 
新型コロナウイルス感染症の発生前は、「対策閣僚会議」及び閣僚会議を補佐

する「関係省庁対策会議」の枠組みを通じ、政府一体となった取組を総合的に
推進する。 

指定行政機関は、政府行動計画等を踏まえ、相互に連携を図りつつ、新型コ
ロナウイルス感染症が発生した場合の所管行政分野における発生段階に応じた
具体的な対応をあらかじめ決定しておく。 

国は、新型コロナウイルス感染症の発生時には、政府対策本部の下で基本的
対処方針を決定し（特措法第 18 条第 1 項）、対策を強力に推進する。 

その際、国は、医学・公衆衛生等の専門家を中心とした学識経験者の意見を
聴きつつ、対策を進める。 

 
２ 地方公共団体 

地方公共団体は、新型コロナウイルス感染症が発生したときは、政府の基本
的対処方針に基づき、自らの区域に係る新型コロナウイルス感染症対策を的確
かつ迅速に実施し、区域において関係機関が実施する新型コロナウイルス感染
症対策を総合的に推進する責務を有する（特措法第 3 条第 4 項）。 

 
（１）県 

県は、特措法及び感染症法に基づく措置の実施主体としての中心的な役割を
担う。 

新型コロナウイルス感染症の発生前は、「対策推進会議」を開催するなど、全
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庁的な取組を推進するとともに、各部局では県行動計画や各省庁が定める具体
的な対応を踏まえ、新型コロナウイルス感染症が発生した場合における所管事
務の具体的な対応をあらかじめ決定しておく。 

新型コロナウイルス感染症の発生時には、直ちに県対策本部を設置し、政府
対策本部が示す基本的対処方針に基づき、全庁一体となった対策を強力に推進
する。 

また、平時から市町村と緊密な連携を図り、市町村における対策実施を支援
するとともに、広域での対応が必要な場合には市町村間の調整を行う。特に、
保健所を設置する岐阜市内の医療体制の確保や感染拡大の抑制に関しては、そ
れぞれの対策の相違による支障が生じないよう、方針を検討する段階から岐阜
市と緊密に連携を図っていく。 

 
（２）市町村 

市町村は、住⺠に最も近い行政単位であり、地域住⺠に対するワクチンの接
種や、住⺠の生活支援、新型コロナウイルス感染症発生時の要援護者への支援
に関し、政府の基本的対処方針に基づき、的確に対策を実施することが求めら
れる。対策の実施に当たっては、県や近隣の市町村と緊密な連携を図る。 

 なお、保健所を設置する岐阜市については、市内の医療体制の確保やまん延
防止に関し、方針等を検討する段階から県と緊密に連携を図り、県の対策と一
体となり取り組む。 

 
３ 医療機関 

医療機関は、新型コロナウイルス感染症の発生前から、地域医療体制の確保
のため、新型コロナウイルス感染症患者を診療するための院内感染対策や必要
となる医療資器材の確保等の準備を推進することが求められる。また、新型コ
ロナウイルス感染症の発生時においても医療提供を確保するため、新型コロナ
ウイルス感染症患者の診療体制を含めた、診療継続計画の策定及び地域におけ
る医療連携体制の整備を進めることが重要である。 

新型コロナウイルス感染症の発生時には、診療継続計画に基づき、地域の医
療機関が連携し、発生状況に応じて、新型コロナウイルス感染症患者の診療体
制の強化を含め、医療を提供するよう努める。 

 
４ 指定（地方）公共機関 

指定（地方）公共機関は、新型コロナウイルス感染症が発生したときは、特
措法で定めるところにより、その業務について、新型コロナウイルス感染症対
策を実施する責務を有する（特措法第 3 条第 5 項）。 
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・指定公共機関：独立行政法人、日本銀行、日本赤⼗字社、日本放送協会その
他の公共的機関及び医療、医薬品又は医療機器の製造又は販売、電気又はガ
スの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、政令で定めるもの。 

・指定地方公共機関：都道府県の区域において、医療、医薬品又は医療機器の
製造又は販売、電気又はガスの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む
法人、地方道路公社その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法
人のうち、指定公共機関以外のもので、あらかじめ当該法人の意見を聴いて
知事が指定するもの。 

 
５ 登録事業者 

特措法第 28 条に規定する特定接種の対象となる医療の提供の業務又は県⺠
の生活及び経済の安定に寄与する業務を行う事業者については、新型コロナウ
イルス感染症の発生時においても最低限の県⺠生活を維持する観点から、それ
ぞれの社会的使命を果たすことができるよう、新型コロナウイルス感染症の発
生前から、職場における感染対策の実施や重要業務の事業継続などの準備を積
極的に行うことが重要である。 

新型コロナウイルス感染症の発生時には、その活動を継続するよう努める（特
措法第 4 条第 3 項）。 

 
６ 一般の事業者 

一般の事業者については、新型コロナウイルス感染症の発生時に備えて、職
場における感染対策を行うことが求められる。 

県⺠の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれのある新型コロナウ
イルス感染症の発生時には、感染防止の観点から、一部の事業を縮小すること
が望まれる。特に不特定多数の者が集まる事業を行う者については、感染防止
のための措置の徹底が求められる。 

 
７ 県民 

新型コロナウイルス感染症の発生前は、新型コロナウイルス感染症に関する
情報や発生時にとるべき行動などその対策に関する知識を得るとともに、季節
性インフルエンザにおいても行っている、マスク着用、咳エチケット、手洗い
等の個人レベルでの感染対策を実践するよう努める。また、発生時に備えて、
個人レベルにおいても食料品・生活必需品等の備蓄を行うことが望ましい。 

新型コロナウイルス感染症の発生時には、発生の状況や予防接種など実施さ
れている対策等についての正しい情報を得て、感染拡大を抑えるための個人レ
ベルでの対策を実施するよう努める。 
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Ⅳ 各段階における対策 

１ 県内発生早期  

 

発生状況： 

・県内で新型コロナウイルス感染症の患者が発生しているが、県内の患者の

接触歴を疫学調査で追うことができる状態。 

・県内でも、地域によって状況が異なる可能性がある。 

目的： 

１）県内での感染拡大をできる限り抑える。 

２）患者に適切な医療を提供する。 

３）感染拡大に備えた体制の整備を行う。 

対策の考え方： 

１）流行のピークを遅らせるため、引き続き、感染対策等を行う。政府が新

型インフルエンザ等緊急事態宣言を行った場合には、積極的な感染対策等

をとる。 

２）医療体制や感染対策について周知し、個人一人ひとりがとるべき行動に

ついて⼗分な理解を得るため、県⺠への積極的な情報提供を行う。 

３）国内での患者数が少なく、症状や治療に関する臨床情報が限られている

可能性が高いため、国と連携し、海外・国内の情報をできるだけ集約し、

医療機関等に提供する。 

４）新型コロナウイルス感染症の患者以外にも、発熱・呼吸器症状等を有す

る多数の者が医療機関を受診することが予想されるため、増大する医療需

要への対応を行うとともに、医療機関での院内感染対策を実施する。 

５）県内感染期への移行に備えて、医療提供体制の確保、県⺠の生活及び経

済の安定の確保のための準備等、感染拡大に備えた体制の整備を急ぐ。 
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（１）実施体制 

 
【基本的対処方針等の決定】 

① 県は、政府対策本部が設置された場合（特措法第 15 条第 1 項）、直ちに県
対策本部を設置する（特措法第 22 条第 1 項）。また、国の基本的対処方針に
基づき、専門家や関係者の意見を踏まえ、県のアクションプランを協議・改
定する。（健康福祉部、全部局） 

② 県は、県対策本部に設置する対策チームにそれぞれ必要な人員配置を行う。
（関係部局） 

③ 県は、状況に応じ、以下の会議等を開催し、各種対策に係る意見聴取や情
報共有、意見交換等を緊密に行う。（健康福祉部） 
・ 医療関係者や学識経験者等で構成する「岐阜県新型コロナウイルス感染

症専門家会議」 
・ 県内の市町村、各種団体で構成する「新型コロナウイルス感染症対策協

議会」 
・ 医療、保健、福祉の代表者や学識経験者で構成する「岐阜県新型インフ

ルエンザ等医療保健福祉協議会」 
・ 地域医療体制の維持等に係るかかりつけ医、入院医療機関等との会議 

 
④ 政府が新型インフルエンザ等緊急事態宣言（以下「緊急事態宣言」という。）

（特措法第 32 条第 1 項）を行った場合、県は、県対策本部に緊急対策チー
ム（県⺠相談チーム、食料物資チーム、ライフラインチーム）を設置する。
（危機管理部、環境生活部、商工労働部、都市建築部、関係部局） 

 
※緊急事態宣言については以下のとおり。 

政府対策本部⻑は、「新型インフルエンザ等緊急事態」が発生したと認め
るときは、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」を行い、この宣言以降、
解除まで緊急事態措置を講じることができる。 

○「新型インフルエンザ等緊急事態」の要件 
 新型インフルエンザ等（国⺠の生命及び健康に著しく重大な被害を与え
るおそれがあるものに限る。）が国内で発生し、当該疾病の全国的かつ急速
なまん延により国⺠生活及び国⺠経済に甚大な影響を及ぼし、又はそのお
それがあるものに該当する事態 
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○緊急事態宣言の内容 

・緊急事態措置を実施すべき期間 
・緊急事態措置を実施すべき区域 
・緊急事態の概要（ 発生 状 況 、 ウ イ ル ス の 病 原 性 、 病 状 、 感 染 防 止 に 必 要 な 情 報 等 ）  

 
⑤ 市町村は、緊急事態宣言がされた場合、直ちに、市町村対策本部を設置す

る（特措法第 34 条第 1 項）。 
 

⑥ 県は、対策の規模、内容に応じ、対策本部事務局の体制を拡大又は縮小す
る。（総務部、各部局） 

⑦ 県は、業務継続計画により業務を遂行し、県⺠への行政サービスの低下を
最小限とする。（総務部、各部局） 

 
【隣県等からの協力要請】 

特定都道府県から本県に対し、緊急事態措置を実施するための応援の求めが
あった場合には、本県における患者の発生状況や感染症指定病院等の利用状況
等を踏まえ、特措法第 39 条に基づき必要な措置を講じる。（健康福祉部） 

 
 

（２）サーベイランス・情報収集 

 
【国際的、全国的な情報収集】 

県は、海外、他県での新型コロナウイルス感染症の発生状況、病原体に関す
る情報、疫学情報（症状、症例定義、致命率等）、治療法に関する情報（抗ウイ
ルス薬の有効性等）、ワクチンの有効性・安全性等について、情報を収集する。
（健康福祉部） 

 
【受診患者数の把握】 

県及び岐阜市は、帰国者・接触者外来により受診患者数の状況を把握する。
（健康福祉部） 

 
【全数把握】 

県及び岐阜市は、県内における新型コロナウイルス感染症の患者を早期に発
見し、患者の臨床像等の特徴を把握するため、全ての医師に新型コロナウイル
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ス感染症患者（疑い患者を含む。）（以下「感染患者等」という。）を診察した
場合の届出を求め、当該患者から検体を採取し、ウイルス検査を実施する。（健
康福祉部） 

 
【ＰＣＲ検査の徹底】 

① 県は、帰国者・接触者外来の医師からの申し出があった場合、ＰＣＲ検査
を積極的かつ柔軟に行うとともに、クラスターに関連した検査を徹底的に行
う。（健康福祉部） 

② 県は、専門家、医師、医療機関等からなる調整本部を設け、行政検査のほ
か自院での検査、⺠間検査会社の活用等についてルール化を行う。（健康福祉
部） 

③ 県は、ＰＣＲ等検査の実施人数や陽性者数、陽性率等の分析結果を定期的
に公表する。（健康福祉部） 

 
【入院サーベイランスの拡充】 

県及び岐阜市は、新型コロナウイルス感染症患者の臨床像を把握するため、
感染患者等が入院した場合の全数報告について周知する。（健康福祉部） 

 
【学校サーベイランスの強化】 

① 県及び市町村は、学校等欠席者・感染症情報システム及び感染報告書によ
り欠席者及び臨時休業（学級・学年閉鎖、休校等）の状況を把握する。（健康
福祉部、環境生活部、教育委員会） 

② 県及び岐阜市は、感染拡大を早期に探知するため、学校等での新型コロナ
ウイルス感染症の集団発生の把握を強化する。（健康福祉部、環境生活部、教
育委員会） 
・ 臨時休業以外の集団発生の把握 
・ 調査対象施設の拡大 

 
【積極的疫学調査の実施】 

県及び岐阜市は、患者や濃厚接触者に対する積極的疫学調査を実施し、感染
経路や感染力、潜伏期等の情報を収集・分析する。（健康福祉部） 
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（３）情報提供・共有 

 

【情報提供】 

① 県及び市町村は、県⺠各層に⼗分な情報が届くよう、テレビや新聞、ホー
ムページやＳＮＳ等の利用可能なあらゆる媒体を活用し、正確でわかりやす
く、かつ状況の変化に即応した情報提供や呼びかけを行い、行動変容に資す
る啓発を進めるとともに、冷静な対応をお願いする。また、特に必要がある
と認められる場合には、独自のメッセージの発信や注意喚起等を行う。（関係
部局） 

② 県内の発生状況を公表する際には、患者の個人が特定されないように配慮
するとともに、新型コロナウイルス感染症には誰もが感染する可能性がある
ことを伝え、⾵評被害等が生じないよう冷静な対応を県⺠に呼びかける。（健
康福祉部） 

③ 特に、個人一人ひとりがとるべき行動を理解しやすいよう、個人レベルで
の感染対策や、感染が疑われ、また患者となった場合の対応（帰国者・接触
者外来の受診の方法等）を周知する。（健康福祉部） 

④ 県及び市町村は、学校・保育施設等や職場での感染対策についての情報を
適切に提供する。（関係部局） 

⑤ 県は、在留外国人や外国人旅行者への適切かつ迅速な情報提供を行い、県
内でのまん延防止と⾵評対策につなげる。（清流の国推進部、商工労働部） 

⑥ 県は、新型コロナウイルス感染症の発生状況及びクラスター（患者間の関
連が認められた集団）の発生場所、規模等について迅速に情報を公開する。
（健康福祉部） 

⑦ 県は、県⺠からコールセンター等に寄せられる問い合わせや市町村や関係
機関等から寄せられる情報の内容も踏まえて、県⺠や関係機関がどのような
情報を必要としているかを把握し、国へ報告するとともに、情報提供に反映
する。（健康福祉部） 

 
【コールセンターの設置】 

県は、国から提供されるＱ＆Ａ等を活用し、他の公衆衛生業務に支障を来さ
ないように、住⺠からの一般的な健康相談に対応できるコールセンターを設置
し、適切な情報提供を行うとともに、市町村に対し、相談窓口を設置するよう
依頼する。（健康福祉部） 
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【情報共有】 

県、市町村、指定（地方）公共機関、関係団体はインターネット等を活用し、
適時適切な情報共有を図る。（関係部局） 

 
 

（４）予防・まん延防止 

 
【患者の入院、濃厚接触者の健康観察等】 

県及び岐阜市は、感染症法に基づき、患者への対応（治療・入院措置等）や
患者の濃厚接触者への対応（外出自粛要請、健康観察等）などの措置を行う。
（健康福祉部） 

 
【個人・地域レベルでの感染対策強化】 

県及び市町村は、住⺠や事業者等に対して次の依頼を行う。 
・ 住⺠、事業所、学校、福祉施設等に対し、マスク着用、咳エチケット、

手洗い、人混みを避けること、時差出勤や在宅勤務（テレワーク）の実施
等の基本的な感染対策等を勧奨する。また、事業所に対し、発熱等の⾵邪
症状が見られる労働者への出勤免除（テレワークの指示を含む。）や外出自
粛勧奨、出張による移動を減らすためのテレビ会議の利用等を呼びかける。
（健康福祉部、関係部局） 

・ 県は、一般的な不要不急の外出自粛について呼びかけを行う。（健康福祉
部、関係部局） 

・ 県は、密閉空間、密集場所、密接場面という３つの条件が同時に重なる
ような集まりについて避ける行動を求める。（健康福祉部、関係部局） 

・ 全国的かつ大規模な催物等の開催については、リスクへの対応が整わな
い場合は中止又は延期することを含め、主催者による慎重な対応を求める。
（健康福祉部、関係部局） 

・ 公共交通機関等に対し、利用者へのマスク着用の励行の呼びかけなど適
切な感染対策を講じるよう依頼する。（都市建築部、健康福祉部） 

 
【病院、高齢者施設等における対策】 

県及び市町村は、関係機関と協力し、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有す
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る者が集まる施設や、多数の者が居住する施設等において職員が感染源となら
ないようにすることも含め、院内感染や施設内感染対策を徹底するよう周知す
る。（健康福祉部、関係部局） 

 
【学校、保育施設等における対策】 

① 県は、学校設置者等に対し、保健管理等の感染症対策について指導すると
ともに、地域の感染状況や学校関係者等の感染者情報について速やかに情報
共有する。（健康福祉部、環境生活部、教育委員会） 

② ウイルスの病原性等の状況を踏まえ、文部科学省の示すガイドライン等や
厚生労働省の通知により、学校・保育施設等における感染対策の実施に資す
る目安を示す。 

なお、生徒が感染した場合等においては、学校保健安全法に基づく臨時休
業（学級閉鎖・学年閉鎖・休校）も含め適切な措置を行うよう学校の設置者
に依頼し、保育施設等においては厚生労働省の通知に基づき、市町村等に対
して臨時休園等の取扱いを徹底する。（健康福祉部、環境生活部、教育委員会） 

 
【渡航に関する注意喚起等】 

県は、旅券センター等において、海外への渡航予定者に対し、新型コロナウ
イルス感染症の発生状況や、個人がとるべき対応及び渡航延期勧告に関する情
報提供及び注意喚起を行う。（商工労働部） 

 
【水際対策】 

県及び岐阜市は、国からの要請に基づき、検疫所等と連携して入国者に対す
る健康監視を実施する。ただし、新型コロナウイルス感染症の病原体の病原性
や感染力、海外の状況、国内の状況等を踏まえ、合理性が認められなくなった
場合には、国の方針変更に合わせて措置を縮小、中止する。（健康福祉部） 

 
【在外邦人支援】 

県は、発生国に滞在・留学する本県出身の邦人に対し、国内の事業所又は学
校等を通じ、感染予防のための注意喚起を行うとともに、発生国において感染
が疑われた場合の対応等について周知する。併せて、県内で新型コロナウイル
ス感染症が発生していること等について情報提供を行う。（商工労働部、環境生
活部、教育委員会） 
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【クラスター対策の徹底】 

① 県は、まん延防止策として、クラスター対策及び接触機会の低減を、地域
での感染状況を踏まえて、徹底する。（健康福祉部） 

② 県は、クラスターが発生しているおそれがある場合には、徹底的なＰＣＲ
検査により、封じ込めを図る。また、必要に応じて、法第 24 条第 9 項に基
づき、当該クラスターに関係する施設の休業や催物（イベント）の自粛等の
必要な対応を要請することとする。これに関連し、国及び発生市町村との間
で緊密に情報共有を行う。（健康福祉部） 

③ 県は、密閉空間、密集場所、密接場面という３つの条件が同時に重なるよ
うな集まりを避ける行動を強く求めるとともに、全国的かつ大規模な催物（イ
ベント）等の開催については、リスクへの対応が整わない場合は中止又は延
期することを含め、主催者による慎重な対応を求める。（健康福祉部、関係部
局） 

④ その上で、感染が拡大傾向にあり、オーバーシュートの予兆がみられるな
どの地域では、期間を示した上で、外出や催物（イベント）の開催の自粛に
ついて協力を迅速に要請する。（健康福祉部、関係部局） 

その結果、感染が収束に向かい始めた場合には、感染拡大のリスクの低い
活動から自粛の要請の解除を行うこととする。（健康福祉部、関係部局） 

⑤ 県及び岐阜市は、クラスター対策を抜本強化するという観点から、保健所
の体制強化に取り組む。これに関連し、県は、管内の市町村と迅速な情報共
有を行い、また、対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めると
きは、法第 24 条に基づく総合調整を行う。さらに、県は、クラスターの発見
に資するよう、都道府県間の迅速な情報共有に努める。（健康福祉部） 

⑥ 県は、クラスターの感染源や経路を解明し感染の連鎖を防ぐため、必要に
応じて、厚生労働省のクラスター対策班の派遣を要請する。（健康福祉部） 

 
【災害時における避難所対応】 

県は、災害発生時の避難所における新型コロナウイルス感染症の発生・まん
延防止のため、避難所以外の安全な建物を避難所として活用するなど避難所に
おける住⺠同⼠の密集を避けられるよう「避難所運営ガイドライン」の見直し
を行う。また、まん延防止に必要な資機材を整備するなどにより市町村を支援
する。（危機管理部） 
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【緊急事態宣言がされている場合の措置】 

特措法第 32 条第 1 項に基づき、県内の全部又は一部が緊急事態措置を実施
すべき区域に指定された場合は、県は、基本的対処方針に基づき、必要に応じ、
当該地域に対して以下の措置を行う。なお、緊急事態措置を実施したときは、
遅滞なく、その旨及び理由を政府対策本部⻑に報告する（特措法附帯決議）。（健
康福祉部、関係部局） 

 
（外出自粛等の要請） 

住⺠に対しては、特措法第 45 条第 1 項に基づき、潜伏期間や治癒までの期
間を踏まえ、期間を定めて、生活の維持に必要な場合 ※ １ を除きみだりに外出し
ないことや基本的な感染対策 ※ ２ の徹底を要請する。対象となる区域については、
人の移動の実態等を踏まえ、まん延防止に効果があると考えられる区域（市町
村単位又は圏域単位）とすることが考えられる。 

 
※１ 生活の維持に必要な場合とは、「医療機関への通院」「食料の買い出

し」「職場への出勤」等を想定 
※２ 基本的な感染対策とは、「マスク着用」「咳エチケット」「手洗い」等

を想定  

 
（施設の使用制限等の要請等） 

・ 学校・保育施設等（特措法施行令第 11 条第 1 項第 1 号・第 2 号に定める
施設に限る。）に対しては、特措法第 45 条第 2 項に基づき、期間を定めて、
施設の使用制限（臨時休業や入学試験の延期等）の要請を行う。 

・ 上記以外の施設に対しては、特措法第 24 条第 9 項に基づき、職場も含め
感染対策の徹底の要請を行う。 

・ 多数の者が利用する施設（特措法施行令第 11 条第 3 号から第 14 号まで
に定める施設に限る。）で、当該要請に応じず、公衆衛生上の問題が生じてい
ると判断されたものに対しては、特措法第 45 条第 2 項に基づき、施設の使
用制限又は基本的な感染予防策の徹底の要請を行う。 

・ 特措法第 45 条第 2 項の要請に応じず、新型コロナウイルス感染症のまん
延を防止し、県⺠の生命・健康の保護、県⺠の生活・経済の混乱を回避する
ため特に必要があると認めるときに限り、特措法第 45 条第 3 項に基づき、
当該施設に対し、施設の使用制限又は基本的な感染対策の徹底の指示を行う。 

・ 特措法第 45 条第 2 項・第 3 項に基づき、要請・指示を行った際には、そ
の施設名を公表する。 
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【隣接県を対象区域とした緊急事態宣言がされている場合の措置】 

隣接県に緊急事態宣言が発令され、県内には発令されていない場合、当該隣
接県で実施されている緊急事態措置の内容を勘案し、必要に応じ、県⺠に対す
る当該隣接県への往来の自粛等必要な措置を講じる。（健康福祉部、関係部局） 

 
 

（５）医療 

 
【医療機関等との情報共有】 

① 県は、新型コロナウイルス感染症の診断や治療に資する情報等を医療機関
及び医療従事者に迅速に提供する。（健康福祉部） 

② 県は、必要に応じ、「岐阜県新型インフルエンザ等医療保健福祉協議会」や、
地域医療体制の維持に係る関係者との情報共有を目的とした会議等を開催し、
医療、保健、福祉関係者との意思疎通を図る。（健康福祉部） 

 
【専門家会議、調整本部の設置】 

① 県は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大・まん延防止に備え、専門家
会議を設置する。（健康福祉部） 

② 県は、患者受け入れや搬送、ＰＣＲ検査等についてのルール化を行うため、
専門家、医師、医療機関等からなる調整本部を設置する。（健康福祉部） 

 
【帰国者・接触者外来、帰国者・接触者相談センター】 

① 県及び岐阜市は、保健所に帰国者・接触者相談センターを設置し、発生国
からの帰国者や国内患者の濃厚接触者であって、発熱・呼吸器症状等を有す
る者は、帰国者・接触者相談センター等を通じて、帰国者・接触者外来を受
診するよう周知する。（健康福祉部） 

② 県及び岐阜市は、あらかじめ定めた医療機関に帰国者・接触者外来の設置
を要請し、発生国からの帰国者や国内患者の濃厚接触者であって発熱・呼吸
器症状等を有する者に係る診療を行う。（健康福祉部） 

 
【患者増加時における医療体制（自宅待機等）】 

① 県は、患者が増加し重症者等に対する入院医療の提供に支障をきたすおそ
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れがあると判断する場合、厚生労働省に相談の上、重症者等に対する医療提
供に重点を移す観点から、入院治療が必要ない軽症者等は自宅療養とするな
ど体制を整備する。（健康福祉部） 

② 自宅療養とする際、家族構成等から高齢者や基礎疾患を有する者等への感
染のおそれがある場合には、県は、市町村と連携し、軽症者が県内ホテルな
どの宿泊施設等での療養を行うことや、同居家族が一時的に別の場所に滞在
すること等、家族内感染のリスクを下げるための取組を講じる。（健康福祉部） 

③ 患者が更に増加し帰国者・接触者外来での医療提供に支障をきたすおそれ
がある地域では、地域の感染状況や医療需要に応じて、帰国者・接触者相談
センターの体制を強化したうえで、帰国者・接触者外来を増設し、外来を早
急に受診できる体制を整備する。（健康福祉部） 

④ さらに患者が増加し増設した帰国者・接触者外来での医療提供の限度を超
えるおそれがあると判断する場合には、県は、厚生労働省に相談の上、必要
な感染予防策を講じた上で、一般の医療機関での外来診療を行う。 

こうした状況では、感染への不安から安易に医療機関を受診することでか
えって感染するリスクを高める可能性があることも踏まえ、県及び市町村は、
症状が軽度である場合は、自宅での安静・療養を原則とし、状態が変化した
場合に、かかりつけ医等に相談した上で、受診するよう周知する。（健康福祉
部） 

 
【診療体制の確保】 

県は、帰国者・接触者外来や中核病院の負担が過重とならないために、帰国
者・接触者外来での受診対象とならない者に係るかかりつけ医や最寄りの診療
所への受診の勧奨、治癒証明の一時中止等の診療体制の確保について、関係機
関と方針を協議する。（健康福祉部） 

 
【院内感染対策】 

県及び岐阜市は、帰国者・接触者外来以外の医療機関においても、新型コロ
ナウイルス感染症の患者が受診する可能性があるため、院内感染対策を講じた
上で、診療するよう要請する。（健康福祉部） 

 
【患者の全数把握とＰＣＲ等の検査】 

① 県及び岐阜市は、全ての医療機関に対し、症例定義を踏まえ新型コロナウ
イルス感染症の患者又は疑い患者と判断された場合には、直ちに保健所に連
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絡するよう要請する。（健康福祉部） 
② 保健所は、県内の患者数が極めて少ない段階においては、新型コロナウイ

ルス感染症の感染が疑われる患者から採取した検体を保健環境研究所・衛生
試験所に送付し、ＰＣＲ等の検査を行う。患者数が増加した段階では、ＰＣ
Ｒ等の検査は重症者等に限定して行う。（健康福祉部） 

 
【入院勧告】 

県及び岐阜市は、新型コロナウイルス感染症と診断された者に対しては、原
則として、感染症法に基づき感染症指定医療機関等への入院勧告を行い、当該
患者を移送する。（健康福祉部） 

 
【流行予測と病床確保等の検討】 

県は、国から提供される情報を基に、流行期において予想される患者数、重
症患者数等を算出し、必要となる病床を確保する。また、臨時の医療施設で医
療を提供する必要が生じると予測する場合には、市町村と協議し、当該施設を
確保する。（健康福祉部） 

 
【医薬品等の流通】 

県は、新型コロナウイルス感染症の治療に必要となる医薬品等の適正流通に
ついて、県医師会、県薬剤師会、医薬品卸組合等と連携し、医療機関、薬局、
医薬品卸売業者に依頼する。（健康福祉部） 

 
【医療機関・薬局における警戒活動】 

県警察本部は、医療機関・薬局及びその周辺において、混乱による不測の事
態の防止を図るため、必要に応じた警戒活動等を行う。（警察本部） 

 
【緊急事態宣言がされている場合の措置】 

特措法第 32 条第 1 項に基づき、県内の全部又は一部が緊急事態措置を実施
すべき区域に指定された場合、 医療機関及び医薬品販売業者である指定（地方）
公共機関は、それぞれの業務計画で定めるところにより、医療又は医薬品の販
売等を確保するために必要な措置を講じる（特措法第 47 条）。 
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（６）県民の生活及び経済の安定の確保 

 
【事業者の対応等】 

県は、県内の事業者に対し、従業員の健康管理を徹底するとともに、職場に
おける感染対策を講じるよう依頼する。（関係部局） 

 
【県民・事業者への呼びかけ】 

県及び市町村は、県⺠に対し、食料品、生活必需品等の購入に当たっての消
費者としての適切な行動を呼びかけるとともに、事業者に対しても、食料品、
生活関連物資等の価格が高騰しないよう、また、買占め及び売惜しみが生じな
いよう要請する。（環境生活部、商工労働部、農政部） 

 
【医療体制確保、県民生活・経済安定のための支援】 

県は、新型コロナウイルス感染症のまん延を防止するとともに、県⺠経済や
県⺠生活への影響を注意深く見極めながら、機動的に、医療体制の確保、事業
活動の縮小や雇用への対策について財政的な措置をはじめ必要な措置を講じる。
（総務部、健康福祉部、商工労働部、農政部、関係部局） 

 
【緊急事態宣言がされている場合の措置】 

特措法第 32 条第 1 項に基づき、県内の全部又は一部が緊急事態措置を実施
すべき区域に指定された場合は、基本的対処方針に基づき、必要に応じ、当該
地域に対して以下の対策を行う。なお、緊急事態措置を実施したときは、遅滞
なく、その旨及び理由を政府対策本部⻑に報告する（特措法附帯決議）。 

 
（事業者の対応等） 

・ 指定（地方）公共機関は、業務計画で定めるところにより、その業務を適
切に実施するため、必要な措置を開始する。 

・ 登録事業者は、医療の提供並びに県⺠の生活及び経済の安定に寄与する業
務の継続的な実施に向けた取組を行う。 

・ その際、県は、国が必要に応じ示す当該事業継続のための法令の弾力運用
について、迅速に関係者へ周知を行う。また、その他、県において必要な対
応策を速やかに検討し、対応する。（関係部局） 
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（電気・ガス・水の安定供給） 

・ 電気事業者及びガス事業者である指定（地方）公共機関は、それぞれその
業務計画で定めるところにより、電気及びガスの供給支障の予防に必要な措
置等、緊急事態において電気及びガスを安定的かつ適切に供給するために必
要な措置を講じる（特措法第 52 条第 1 項）。 

・ 水道事業者及び工業用水道事業者である市町村は、それぞれその行動計画
で定めるところにより、消毒その他衛生上の措置等、緊急事態において水を
安定的かつ適切に供給するために必要な措置を講じる（特措法第 52 条第 2
項）。 

・ 県は、水道用水供給事業及び工業用水道事業について、岐阜県営水道業務
継続計画に基づき、消毒その他衛生上の措置等、緊急事態において水を安定
的かつ適切に供給するために必要な措置を講じる（特措法第 52 条第 2 項）。
また、市町村の水道事業等の継続を支援する。（都市建築部、健康福祉部） 

 
（運送・通信・郵便の確保） 

・ 運送事業者である指定（地方）公共機関は、それぞれその業務計画で定め
るところにより、施設の状況確認、感染対策等、緊急事態において旅客及び
貨物を適切に運送するために必要な措置を講じる（特措法第 53 条第 1 項）。 

・ 電気通信事業者である指定公共機関は、それぞれその業務計画で定めると
ころにより、感染対策の実施、災害対策用設備の運用等、緊急事態において
通信を確保するために必要な措置を講じる（特措法第 53 条第 2 項）。 

・ 郵便事業を営む者及び一般信書便事業者である指定公共機関は、それぞれ
の業務計画で定めるところにより、郵便及び信書便の送達の確保、感染対策
の実施等、緊急事態において郵便及び信書便を確保するために必要な措置を
講じる（特措法第 53 条第 3 項）。 

 
（サービス水準に係る県民への呼びかけ） 

県は、事業者のサービス提供水準に係る状況の把握を開始し、県⺠に対し、
まん延した段階において、サービス提供水準が相当程度低下する可能性を許容
すべきことを呼びかける。（危機管理部、関係部局） 

 
（緊急物資の運送等）  

・ 県は、緊急の必要がある場合には、運送事業者である指定（地方）公共機
関に対し、食料品等の緊急物資 ※ の輸送を要請する（特措法第 54 条第 1 項）。
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（商工労働部） 

・ 県は、緊急の必要がある場合には、医薬品等販売業者である指定（地方）
公共機関に対し、医薬品又は医療機器の配送を要請する（特措法第 54 条第 2
項）。（健康福祉部） 

・ 県は、正当な理由がないにもかかわらず、上記の要請に応じないときは、
必要に応じ、指定（地方）公共機関に対して輸送又は配送を指示する（特措
法第 54 条第 3 項）。（商工労働部、健康福祉部） 

 
※ 緊急物資とは、特措法第 10 条に基づき国や県が備蓄している物資（マ

スク、防護服、個人防護具等）や法第 55 条に基づき売渡し要請を行った
物資（医薬品、食品、医療機器その他衛生用品、燃料等）を想定 

 
（生活関連物資等の価格の安定等） 

県及び市町村は、生活関連物資等の価格が高騰しないよう、また、買占め・
売惜しみが生じないよう、調査・監視するとともに、必要に応じ、関係事業者
団体等に対して供給の確保や便乗値上げの防止等の要請を行う。（環境生活部、
関係部局） 

 
（生活相談窓口の設置） 

県及び市町村は、必要に応じ、県⺠の生活相談窓口の設置・充実を図る。（環
境生活部、関係部局） 

 
（犯罪の予防・取締り） 

県警察本部は、混乱に乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、犯
罪情報の集約に努め、広報啓発活動を推進するとともに、悪質な事犯に対する
取締りを徹底する。（警察本部） 
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２ 県内感染期  

 

発生状況： 

・県内で新型コロナウイルス感染症の患者の接触歴が疫学調査で追えなくな

った状態。 

・感染拡大からまん延、患者の減少に至る時期を含む。 

・県内でも、地域によって状況が異なる可能性がある。 

目的： 

１）医療体制を維持する。 

２）健康被害を最小限に抑える。 

３）県⺠の生活及び経済への影響を最小限に抑える。 

対策の考え方： 

１）感染拡大を止めることは困難であり、対策の主眼を、早期の積極的な感

染拡大防止から被害軽減に切り替える。 

２）地域ごとに発生の状況が異なり、実施すべき対策が異なる場合もあるこ

とから、必要な場合には地域ごとに実施すべき対策の判断を行う。 

３）状況に応じた医療体制や感染対策、社会・経済活動の状況等について周

知し、個人一人ひとりがとるべき行動について分かりやすく説明するため、

積極的な情報提供を行う。 

４）流行のピーク時の入院患者や重症者の数をなるべく少なくして医療体制

への負荷を軽減する。 

５）医療体制の維持に全力を尽くし、必要な患者が適切な医療を受けられる

ようにし健康被害を最小限にとどめる。 

６）欠勤者の増大が予測されるが、県⺠の生活・経済への影響を最小限に抑

えるため必要なライフライン等の事業活動を継続する。また、その他の社

会活動をできる限り継続する。 

７）状況の進展に応じて、必要性の低下した対策の縮小・中止を図る。 
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（１）実施体制 

 
【基本的対処方針等の決定】 

① 県内において患者の接触歴が疫学調査で追えなくなった場合、県対策本部
は、国と協議のうえ、県内感染期に入ったことを宣言するとともに、国の基
本的対処方針に基づき、専門家や関係者の意見を踏まえ、県のアクションプ
ランを協議・改定する。（各部局） 

② 県は、状況に応じ、以下の会議等を開催し、各種対策に係る意見聴取や情
報共有、意見交換等を緊密に行う。（健康福祉部） 
・ 医療関係者や学識経験者等で構成する「岐阜県新型コロナウイルス感染

症専門家会議」 
・ 県内の市町村、各種団体で構成する「新型コロナウイルス感染症対策協

議会」 
・ 医療、保健、福祉の代表者や学識経験者で構成する「岐阜県新型インフ

ルエンザ等医療保健福祉協議会」 
・ 地域医療体制の維持等に係るかかりつけ医、入院医療機関等との会議 

③ 県は、対策の規模、内容に応じ、県対策本部事務局の体制を拡大又は縮小
する。（総務部、各部局） 

④ 県は、業務継続計画により業務を遂行し、県⺠への行政サービスへの低下
を最小限とする。（総務部、各部局） 

 
【緊急事態宣言がされている場合の措置】 

① 特措法第 32 条第 1 項に基づき、県内の全部又は一部が緊急事態措置を実
施すべき区域に指定された場合で、緊急事態措置を実施するために必要があ
るときは、県は、他の都道府県に対する応援要求（特措法第 39 条）の措置を
活用する。また、必要に応じて国職員の派遣要請（特措法第 42 条）の措置を
活用する。（健康福祉部） 

② 緊急事態措置を実施すべき区域内にある市町村は、新型コロナウイルス感
染症のまん延により緊急事態措置を行うことができなくなった場合、県によ
る代行（特措法第 38 条）の措置を活用する。また、必要に応じて、他の市町
村による応援（特措法第 39 条）、県による応援（特措法第 40 条）、国職員の
派遣要請（特措法第 42 条）の措置を活用する。（清流の国推進部、その他関
係部局） 



 

25 
 

 
 
【隣県等からの協力要請】 

特定都道府県から本県に対し、緊急事態措置を実施するための応援の求めが
あった場合には、本県における患者の発生状況や感染症指定病院等の利用状況
等を踏まえ、特措法第 39 条に基づき必要な措置を講じる。（健康福祉部） 

 
 
 

（２）サーベイランス・情報収集 

 
【国際的、全国的な情報収集】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【受診患者数の把握】 

県及び岐阜市は、県医師会と連携し、新型コロナウイルス感染症の受診患者
数の状況を把握する。（健康福祉部） 

 
【全数把握の中止】 

県及び岐阜市は、新型コロナウイルス感染症の患者の全数把握を中止する。
（健康福祉部） 

 
【ウイルスサーベイランス】 

県及び岐阜市は、医療機関や学校等の協力を得て、任意に新型コロナウイル
ス感染症患者からの検体を採取し、ＰＣＲ等の検査のほか、ウイルスの病原性
や薬剤感受性の変化に関する検査を計画的に実施する。（健康福祉部） 

 
【入院サーベイランスの縮小】 

県及び岐阜市は、入院患者の全数把握を中止し、通常の入院サーベイランス
（定点医療機関における新型コロナウイルス感染症による入院患者の調査）に
切り替える。（健康福祉部） 

 
【学校サーベイランスの縮小】 

① 県及び市町村は、引き続き、学校等欠席者・感染症情報システムにより欠
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席者及び臨時休業の状況を把握する。（健康福祉部、環境生活部、教育委員会） 
② 県及び岐阜市は、学校等での新型コロナウイルス感染症集団発生の把握強

化は中止し、通常の学校サーベイランスに切り替える。（健康福祉部、環境生
活部、教育委員会） 

 
【積極的疫学調査の継続】 

県及び岐阜市は、積極的疫学調査を重大事例に限定し、継続する。（健康福祉
部） 

 
 

（３）情報提供・共有 

 
【情報提供】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【コールセンターの設置】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【情報共有】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
 

（４）予防・まん延防止 

 
【患者の入院、濃厚接触者の健康観察等の中止】 

県及び岐阜市は、患者の濃厚接触者を特定しての措置（外出自粛要請、健康
観察の実施等）は中止する。（健康福祉部） 

 
【個人・地域レベルでの感染対策強化】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【病院、高齢者施設等における対策】 

県内発生早期の対策を継続する。 
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【学校、保育施設等における対策】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【渡航に関する注意喚起等】 

県は、国の状況を踏まえつつ、渡航者等への情報提供・注意喚起の内容を順
次見直す。（商工労働部） 

 
【在外邦人支援】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【災害時における避難所対応】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【緊急事態宣言がされている場合の措置】 

特措法第 32 条第 1 項に基づき、県内の全部又は一部が緊急事態措置を実施
すべき区域に指定された場合で、患者数の増加に伴い地域における医療体制の
負荷が過大となり、適切な医療を受けられないことによる死亡者数の増加が見
込まれる等の特別な状況において、県は、基本的対処方針に基づき、必要に応
じ、当該地域に対して以下の対策を行う。なお、緊急事態措置を実施したとき
は、遅滞なく、その旨及び理由を政府対策本部⻑に報告する（特措法附帯決議）。
（健康福祉部、関係部局） 

 
（外出自粛等の要請） 

住⺠に対しては、特措法第 45 条第 1 項に基づき、期間と区域を定めて、生
活の維持に必要な場合を除きみだりに外出しないことや基本的な感染対策の徹
底を要請する。 

 
（施設の使用制限等の要請等） 

・ 学校・保育施設等（特措法施行令第 11 条第 1 項第 1 号・第 2 号に定める
施設に限る。）に対しては、特措法第 45 条第 2 項に基づき、期間を定めて、
施設の使用制限（臨時休業や入学試験の延期等）の要請を行う。 

・ 上記以外の施設に対しては、特措法第 24 条第 9 項に基づき、職場も含め
感染対策の徹底の要請を行う。 
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 ・ 多数の者が利用する施設（特措法施行令第 11 条第 3 号から第 14 号まで
に定める施設に限る。）で、当該要請に応じず、公衆衛生上の問題が生じてい
ると判断されたものに対しては、特措法第 45 条第 2 項に基づき、施設の使
用制限又は基本的な感染対策の徹底の要請を行う。 

・ 特措法第 45 条第 2 項の要請に応じず、新型コロナウイルス感染症のまん
延を防止し、県⺠の生命・健康の保護、県⺠の生活・経済の混乱を回避する
ため特に必要があると認めるときに限り、特措法第 45 条第 3 項に基づき、
当該施設に対し、施設の使用制限又は基本的な感染対策の徹底の指示を行う。 

・ 特措法第 45 条第 2 項・第 3 項に基づき、要請・指示を行った際には、そ
の施設名を公表する。 

 
【隣接県を対象区域とした緊急事態宣言がされている場合の措置】 

隣接県に緊急事態宣言が発令され、県内には発令されていない場合、当該隣
接県で実施されている緊急事態措置の内容を勘案し、必要に応じ、県⺠に対す
る当該隣接県への往来の自粛等必要な措置を講じる。（健康福祉部、関係部局） 

 
 

（５）医療 

 
【医療機関等との情報共有】 

① 県は、引き続き、新型コロナウイルス感染症の診断や治療に資する情報等
を医療機関及び医療従事者に迅速に提供する。（健康福祉部） 

② 県は、必要に応じ、「岐阜県新型インフルエンザ等医療保健福祉協議会」や、
地域医療体制の維持に係る関係者との情報共有を目的とした会議等を開催し、
医療、保健、福祉関係者との意思疎通を図る。（健康福祉部） 

③ 県は、医療機関における人的被害及び医療資器材・医薬品の在庫状況を確
認し、新型コロナウイルス感染症やその他の疾患に係る診療が継続されるよ
うに調整する。（健康福祉部） 

 
【専門家会議、調整本部の設置】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【帰国者・接触者外来、入院勧告の中止】 
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県及び岐阜市は、帰国者・接触者外来、帰国者・接触者相談センター及び感
染症法に基づく患者の入院勧告を中止し、新型コロナウイルス感染症の患者の
診療を行わないこととしている医療機関等を除き、原則として一般の医療機関
において新型コロナウイルス感染症の患者の診療を行う。（健康福祉部） 

 
【患者増加時における医療体制（自宅待機等）】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 

【診療体制の確保】 

県は、中核病院の負担が過重とならないために、かかりつけ医や最寄りの診
療所への受診の勧奨、治癒証明の一時中止等の診療体制の確保について、関係
機関と方針を協議する。（健康福祉部） 

 
【入院治療】 

県及び岐阜市は、入院治療は重症患者を対象とし、それ以外の患者に対して
は在宅での療養を要請するよう、関係機関に周知する。 

また、自宅療養とする際、家族構成等から高齢者や基礎疾患を有する者等へ
の感染のおそれがある場合には、県は、市町村と連携し、軽症者が県内ホテル
などの宿泊施設等での療養を行うことや、同居家族が一時的に別の場所に滞在
すること等、家族内感染のリスクを下げるための取組を講じる。（健康福祉部） 

 
【在宅患者への支援】 

① 県及び岐阜市は、在宅で療養する患者に対し、医師が電話による診療によ
り慢性疾患の状況について診断ができた場合、医師がファクシミリ等により
薬等の処方箋を発行することについて、国が示す対応方針を周知する。（健康
福祉部） 

② 県は、市町村に対し、関係団体の協力を得ながら、患者や医療機関等から
要請があった場合には、在宅で療養する患者への支援（見回り、食事の提供、
医療機関への移送）や自宅で死亡した患者への対応を行うよう、依頼する。
（健康福祉部） 

 
【医薬品等の流通】 

① 県は、引き続き、新型コロナウイルス感染症の治療に必要となる医薬品等
の適正流通について、県医師会、県薬剤師会、医薬品卸組合等と連携し、医
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療機関、薬局、医薬品卸売業者に依頼する。（健康福祉部） 
② 県は、県医師会、県薬剤師会、医薬品卸組合等と連携し、治療に必要とな

る医薬品等の流通在庫量を調査し、地域や医療機関に偏在が認められる場合
には、融通、調整する。（健康福祉部） 

 
【医療機関・薬局における警戒活動】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【緊急事態宣言がされている場合の措置】 

特措法第 32 条第 1 項に基づき、県内の全部又は一部が緊急事態措置を実施
すべき区域に指定された場合には、必要に応じ、以下の対策を行う。なお、緊
急事態措置を実施したときは、遅滞なく、その旨及び理由を政府対策本部⻑に
報告する（特措法附帯決議）。（健康福祉部） 

 
（医療等の確保） 

医療機関及び医薬品販売業者である指定（地方）公共機関は、それぞれの業
務計画で定めるところにより、医療又は医薬品の販売等を確保するために必要
な措置を講じる（特措法第 47 条）。 

 
（臨時の医療施設の開設） 

・ 県は、区域内の医療機関が不足した場合、医療機関に対し、患者治療のた
めの医療機関における定員超過入院（医療法施行規則第 10 条）等の措置を
要請する。 

・ また、県は、医療体制の確保、感染防止及び衛生面を考慮し、新型コロナ
ウイルス感染症を発症し外来診療を受ける必要のある者や、病状は比較的軽
度であるが在宅療養を行うことが困難であり入院診療を受ける必要のある患
者等に対する医療の提供を行うため、臨時の医療施設を開設し、医療を提供
する（特措法第 48 条第 1 項）。 

・ 臨時の医療施設の設置は、必要に応じ、市町村⻑に開設を委任する（特措
法第 48 条第 2 項）。 

・ 臨時の医療施設において医療を提供した場合は、流行がピークを越えた後、
その状況に応じて、患者を医療機関に移送する等により順次閉鎖する。 
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（６）県民の生活及び経済の安定の確保 

 
【事業者の対応等】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【県民・事業者への呼びかけ】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【医療体制確保、県民生活・経済安定のための支援】 

県内発生早期の対策を継続する。 
 
【緊急事態宣言がされている場合の措置】 

特措法第 32 条第 1 項に基づき、県内の全部又は一部が緊急事態措置を実施
すべき区域に指定された場合は、基本的対処方針に基づき、必要に応じ、当該
地域に対して以下の対策を行う。なお、緊急事態措置を実施したときは、遅滞
なく、その旨及び理由を政府対策本部⻑に報告する（特措法附帯決議）。 

 
（事業者の対応等） 

・ 指定（地方）公共機関及び登録事業者は、事業の継続を行う。 
・ その際、県は、国が必要に応じ示す当該事業継続のための法令の弾力運用

について、迅速に関係者へ周知を行う。また、その他、県において必要な対
応策を速やかに検討し、対応する。（関係部局） 

 
（電気及びガス並びに水の安定供給） 

（運送・通信・郵便の確保） 

（サービス水準に係る県民への呼びかけ） 

（緊急物資の運送等） 

県内発生早期の対策を継続する。 
 

（物資の売渡しの要請等）  
・ 県は、必要に応じ、特措法第 55 条第 1 項に基づき、特定物資（緊急事態措

置の実施に必要な物資（医薬品（抗インフルエンザウイルス薬を除く）、食品、
医療機器その他衛生用品、燃料、その他内閣総理大臣が公示するもの）の生
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 産、集荷、販売、配給、保管又は輸送を業とする者に対し、あらかじめ同意
を得ることを基本として、当該特定物資の売渡しを要請する。（健康福祉部、
環境生活部、商工労働部、農政部、その他関係部局） 

・ なお、当該物資等が使用不能となっている場合や当該物資が既に他の都道
府県による収用の対象となっている場合などの正当な理由がないにもかかわ
らず、当該所有者等が応じないときは、必要に応じ、特措法第 55 条第 2 項
に基づき、当該物資等を収用する。（健康福祉部、環境生活部、商工労働部、
農政部、その他関係部局） 

・ また、特定物資の確保のため緊急の必要がある場合は、特措法第 55 条第 3
項に基づき、事業者に対し特定物資の保管を命じる。（健康福祉部、環境生活
部、商工労働部、農政部、その他関係部局） 

 
（生活関連物資等の価格の安定等） 

・ 県及び市町村は、生活関連物資等の価格が高騰しないよう、また、買占め・
売惜しみが生じないよう、調査・監視するとともに、必要に応じ、関係事業
者団体等に対して供給の確保や便乗値上げの防止等の要請を行う。（環境生
活部、関係部局） 

・ 県は、生活関連物資等の価格の高騰又は供給不足が生じ、または生ずるお
それがあるときは、上記対策に加え、「岐阜県消費生活条例」（昭和 50 年条例
第 29 号）、「生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関す
る法律」（昭和 48 年法律第 48 号）、「国⺠生活安定緊急措置法」（昭和 48 年
法律第 121 号）等に基づく措置その他適切な措置を講じる（特措法第 59 条）。
（環境生活部、関係部局） 

・ 市町村は、生活関連物資等の価格の高騰又は供給不足が生じ、又は生ずる
おそれがあるときは、市町村行動計画で定めるところにより、適切な措置を
講じる。 

 
（生活相談窓口の設置） 

（犯罪の予防・取締り） 

県内発生早期の対策を継続する。 
（要援護者への生活支援） 

県は、市町村に対し、在宅の高齢者、障がい者等の要援護者への生活支援（見
回り、介護、訪問診療、食事の提供等）、搬送、死亡時の対応等を行うよう要請
する。（健康福祉部、関係部局） 
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 （埋葬・火葬の特例等）  
・ 県は、市町村に対し、火葬場の経営者に可能な限り火葬炉を稼働させるよ

う、依頼する。（健康福祉部） 
・ 県は、市町村に対し、死亡者が増加し、火葬能力の限界を超えることが明

らかになった場合には、一時的に遺体を安置する施設等を直ちに確保するよ
う依頼する。（健康福祉部、関係部局） 

・ 県は、遺体の埋葬及び火葬について、墓地、火葬場等に関連する情報を広
域的かつ速やかに収集し、遺体の搬送の手配等を実施する。（健康福祉部） 

・ 国が、特措法第 56 条第 1 項に基づき、当該市町村⻑以外の市町村⻑によ
る埋葬又は火葬の許可等の埋葬及び火葬の手続の特例を定めた場合、県は市
町村へ速やかに周知する。（健康福祉部） 

・ 県は、公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必要があると認める
ときは、埋葬又は火葬を行う（特措法第 56 条第 2 項）。 

・ 埋葬又は火葬は、必要に応じ、市町村⻑に委任する（特措法第 56 条第 3
項）。 
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動 向

2月26日 県内で１例目の感染者が発生

2月27日 「第１回 岐阜県対策協議会」を開催

 ・「イベント中止方針」及び「総合アクションプラン」骨子を提示

2月28日 「第４回 岐阜県対策本部」

 ・「総合アクションプラン」を決定

3月12日 「第２回 岐阜県対策協議会」を開催

 ・ 「総合アクションプラン（２次）」骨子を提示

3月8日 新型コロナウイルス感染症対策関連 追加予算議案提出・可決（１回目）

3月16日 「第５回 岐阜県対策本部」を開催

 ・「総合アクションプラン（２次）」を決定

3月17日 ニューヨークから帰国した感染者が発生（海外由来１例目）

3月18日 新型コロナウイルス感染症対策関連 追加予算議案提出・可決（２回目）

3月22日 可児市で１例目の感染者が発生

3月27日 可児市における集団感染をクラスターに認定

「第１回 岐阜県対策本部」を開催

 ・ 特措法に基づく対策本部の設置（3月26日）、知事メッセージの発信

3月28日 「岐阜県専門家会議」を開催

3月31日 「第２回 岐阜県対策本部」を開催

 ・「感染症対策調整本部」の設置を決定

 ・「感染症対策行動計画」を決定

4月2日 「感染症対策調整本部」を開催

4月3日 「第３回 岐阜県対策協議会」を開催

これまでの本県における主な対応状況

資料7
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２ 景気経済対策について 

 

１．これまで実施した対策 

①強力な資金繰り対策 
 
・売り上げが減少し業況が悪化している事業者に対して、県融資制度「経済変

動対策賃金」における融資対象者の要件（売上高の前年同期比）を「最近３

か月で５％以上減少」から「最近１か月で３％以上減少」、かつ「その後の２

か月を含めた３か月平均も３％以上減少することが見込まれる」に緩和。 

・急激な業績悪化に伴い市町村長からセーフティネット保証４号の認定を受け

た事業者に対しては、県制度融資「新型コロナウイルス感染症対策資金（利

率1.0％）」を新設するとともに、短期事業資金（１年以内のつなぎ資金）に

ついては、事業者が支払う信用保証料の全額を県負担に拡充。 

・国による融資額の 100％を保証する危機関連保証の発動に対応し、事業者が

支払う信用保証料を県の負担により0.8%から 0.6％に引き下げる県制度融資

「危機関連対応資金（利率1.0％）」を新設。 

【実績（4/2現在）】 

区分 申 込 み（信用保証承諾） 融資実行 

経済変動対策資金 3件、1,500万円 3件、1,500万円 

新型コロナウイルス感染症対策資金  184 件、48億 2,264万円 132件、33億 9,300万円 

危機関連対応資金 8件、4億 8,600万円 2件、1億 4,000万円 

 

② 小規模事業者の事業活動の後押し 
 
・商工会議所、商工会等と連携して販路開拓、生産性向上、新商品開発などに

取組む小規模事業者を支援する「岐阜県小規模事業者持続化補助金」につい

て、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者に対する優先支援（採

択審査での加点）、補助率嵩上げ、補助額上限の引き上げ等を行う。＜令和２

年度補正予定＞ 
 

③ 観光業への対応 
 
・新型コロナウイルス感染症の発生した１月下旬に、中国人団体客を中心とす

る宿泊キャンセルが発生したことから、２月上旬から県内宿泊施設を対象と

した割引クーポンを１，２００枚発行。３月末までの間に全てのクーポンが

利用され、約３，０００人分の宿泊需要を喚起。（速報ベース） 

・宿泊事業者からの要望を踏まえ、宿泊施設における感染拡大防止対策及び宿

泊者・従業員に感染の疑い事例が発生した場合の対応などをまとめた対応マ

ニュアルを作成し、観光協会等を通じて県内宿泊施設に周知。マニュアルに

基づき適切に対応いただくことで、観光客に安心感を与える環境整備を実施。 

資料８ 
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・感染が落ち着いた頃を見据え、新聞広告等の活用による、宿泊業界の感染拡

大防止の取組みなど県内観光業の正確な情報発信を行う。＜令和２年度補正

予定＞ 

・終息後の観光需要回復に直ちに取り組めるよう、予め、宿泊割引制度等の官

民一体による観光プロモーションを行う。＜令和２年度補正予定＞ 
 

④ 農林業への対応 
 
・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農水産業者等を支援するため、県

単補助制度の優先支援、補助率嵩上げ、補助額上限の引き上げなどを検討す

る。＜令和２年度補正予定＞  

・木材需要を創出するため、林業・木材産業事業者が行う、展示会・商談会へ

の出展や、新商品・新技術の開発など、販路拡大に向けた取組みへの補助事

業の補助率嵩上げ、補助額上限の引き上げを行う。＜令和２年度補正予定＞ 

・牛乳など県内農畜水産物の販売促進に向けて、３月１４日からアンテナショ

ップ GIFTS PREMIUM、県内の小売店や直売所、また県庁など県関係施設にお

いて販売を促進。３月２３日～２７日には、県庁食堂での県産牛乳を活用。 

・３月２５日に農業者等向けの資金手引書を作成し、農林業者への巡回等によ

り利用可能な融資制度の周知、助言をプッシュ型で実施。 

【郵送、訪問、メール等による農業者等への周知件数：5,207件（3/30現在）】 
 

⑤ 建設業への対応 

・建設現場等における感染拡大防止策（休憩所内での消毒・換気等）、感染者 

が発生した場合の連絡体制、作業を中止した場合の対応策（工期延期等）な 

どをまとめた「建設現場等における新型コロナウイルス感染症対応マニュア 

ル」を作成・配布。 
 

⑥ 生活困窮者自立支援制度の利用促進等による包括的支援の強化 
 
・生活が困窮する者等が、家計や仕事、住まい等についての幅広い課題に対し、

生活困窮者自立支援制度に基づく相談・支援を受けられるよう、社会福祉協

議会等に設置している相談窓口を周知する。 

  【緊急小口資金等の特例貸付件数：126件、貸付額：21,500千円（4/2現在）】 

 

⑦ 市町村への包括的な財政支援  
 
・市町村が独自に行う地域経済の下支えをはじめとする各種対策について、以

下のように、きめ細かく支援する。 

  ３月末までに実施するものについては、「清流の国ぎふ推進補助金」に「新

型コロナウイルス感染症対策に伴う緊急対応分」を設定 

【補助実績：43件、1,309万円】 
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・４月以降に市町村が実施する新型コロナウイルス感染症対策については、新

たな補助金の創設を検討 ＜令和２年度補正予定＞ 

 

⑧ 経営相談窓口の設置 
 
・各種支援制度が必要な人に行き届くよう、県庁（健康福祉政策課）にワンス

トップ窓口を設置し、国、県の各種支援制度を網羅したガイドブックを作成。 

・県の経営相談窓口を県庁及び各県事務所に設置し、相談に対応するとともに、

国の緊急対応策で示された助成金などの内容、適用要件、申請手続き、記載

例等を明らかにした手引書を準備し、県や各支援団体の経営相談窓口におい

て、助成金等の申請をサポート。 

【相談件数：166件（4/2現在）】 

・事業者のスムーズな資金調達等を支援するため、休日の相談に対応する「休

日相談会」を県、商工会議所、商工会等が共同して開催。 

【相談件数：26件（面談21件、電話4件）】 

区分 会場・日程 

開催済み 岐阜（5回）、大垣、高山、多治見、美濃会場 

開催予定 

(4月分) 

 

岐阜（全ての土日・祝日）、恵那（4/4）、美濃加茂（4/5）、 

下呂（4/11）、郡上（4/12）、大垣（4/18）、高山（4/19）、 

多治見（4/25）、美濃（4/26）、恵那（4/29） 

 

⑨ 学校給食休止への対応 
 

・学校給食で活用する予定であった未利用農産物などの食材の有効活用を図る 

ため、３月１１日から食品納入業者や生産者等に対し、国の支援制度を周知

し、活用に向けた助言を実施 

・生乳を加工用に販売することで発生する酪農家の収入減少や乳業者の売上減

少などに対する国の支援制度を周知するとともに、活用に向け、事務処理手続

きが円滑に進むよう支援を実施。 

 ※県内乳業者が契約相手との違約金等協議を実施（３月２６日～） 
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２． 今後の方針（骨子）案 

新型コロナウイルス感染症の状況を注視しつつ、新たな国の対策、経済団体 

等の要望を踏まえ、以下の方向性で対策を講じていくこととする。 

 

①感染拡大防止期における対策 
 

事業継続や雇用の維持に加え、新型コロナウイルス感染症の終息後を見据え 

た対策を実施。 
 

【主な検討（案）】 
 
＜事業継続対策＞ 
 
・県制度融資の更なる拡充 

（信用保証料の全額県負担等） 

・バイヤーとのオンライン個別商談会の開催 

・感染症拡大防止に向けた職場環境整備 

（国のテレワーク導入助成金の上乗せ補助等） 
 

＜雇用対策＞ 
 
・ＷＥＢ合同企業説明会の開催 

・新型コロナウイルス感染症の影響による離職者の再就職訓練 
       

＜需要拡大＞ 
 
・全国の量販店、レストラン等にて、購入者を対象に抽選で飛騨牛をプレ 

ゼント（飛騨牛銘柄推進協議会が実施）するなど、業界団体が行うキャ 

ンペーン等の経費を支援 
 

＜終息後を見据えた対策＞ 
 
・小規模事業者の新商品開発や生産性向上等の支援 

（県小規模事業持続化補助金の補助率の拡大等） 

・観光協会や市町村等が取り組む観光素材の商品化への支援 

（県観光回廊づくり推進事業費補助金に特別枠を設置等） 

・商店街の景観向上に向けた施設・設備改修への補助 

・林業・木材産業事業者等の新商品・新技術の開発への支援 

（県産材競争力強化・販路拡大支援事業費補助金の補助率の拡大等） 

・６次産業化商品の新規開発に係る設備導入に対する支援 

・スマート農業技術の導入に対する支援 

 

②終息後の回復・成長に向けた対策 
 

新型コロナウイルス感染症が終息した段階において、観光誘客など消費拡大、 
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事業者の販路拡大等、県経済のＶ字回復と更なる成長に向けた対策を実施。 
 

【主な検討（案）】 
 
＜消費喚起対策＞ 
 
・宿泊促進キャンペーンの展開（割引クーポン等） 

・商店街の賑わい回復に向けたイベント等への助成 

・地場産品フェアや岐阜駅周辺活性化イベントの開催 

・花きの需要拡大に向けた取組み（花かざり、フラワーデー） 
 

＜販売促進等対策＞ 
 
・事業者の販路拡大支援（国内外見本市出店への助成等） 

・国内外における県産品プロモーションの開催 

・首都圏における県産品フェアの拡充開催 

・林業・木材産業事業者等が取り組む、国内外の展示会への出展支援 

 （県産材競争力強化・販路拡大支援事業費補助金の補助率の拡充等） 

・生産者団体等の販売促進活動に対する支援 

       （案）販促資材の作成、農畜水産物の広報、キャンペーン経費の支援 

       ・海外への輸出促進に向けた商品開発、商談会の開催に対する支援 

 

  



6 

 

３．各種団体等へのヒアリング結果 

３月２３日（月）～２７日（金）の間、経済団体・業界団体等へのアンケート 

やヒアリングを行い、主な結果は以下のとおり。 
 

【主な景況ＤＩの状況】岐阜県の景況調査（（公財）岐阜県産業経済振興センター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

①観光分野 
 
・県観光連盟緊急調査結果によると、連盟会員の８６％から、「新型コロナウイル

スによる影響がある（61%)」または「影響が懸念される（25%）」と回答。 

・１月２４日から４月５日までの間で、県内の約９万４千人分の宿泊者がキャン

セルとなった（県調査による把握分、4/2時点）。 

・特に高山、奥飛騨では国内外の宿泊キャンセルは４～７割程度、新規予約も少

ない。 

・３月は卒業旅行シーズンもあって観光地などに若年層が動いているが、団体客

は動いていない。そのため４月になればさらに予約が減少する懸念がある。宿

泊業は固定費が常に必要とされる業態のため、宿泊客が入らないと収入が無い

だけでなく赤字になる。 

・中小の旅行業者はキャンセルが多数発生し、収入がない状態が続いている。そ

のため旅行業の更新登録（５年毎）の要件となっている、旅行業を行うために

必要とされる財産規模を確保できるか懸念がある。（県内の旅行業者は134社、

うち令和2年～3年に更新期限を迎える旅行業者は40社） 
 

参考：宿泊キャンセル数（1/24～4/5）約94,000人(※)（4/2県調査把握分） 

(※)年間延べ宿泊者数：6,691,000 人（平成31・令和元年。観光庁速

報値）の1.4％に当たる。 

大河ドラマ館 3月入館者数（3/1～3/31）：27,145人（875人／日） 

（前月の１日平均（1,650人）から▲47％） 

区  分 

景況実績 

2020年 
第１四半期 
（1～3月） 

2019年 
第４四半期 

（10～12月） 
差分 

サービス（余暇関連） ▲６０.９ ▲３２.０ ▲２８.９ 

製造業 ▲７２.５ ▲５０.０ ▲２２.５ 

建設業 ▲２９.９ ▲１５.６ ▲１４.３ 

卸売業 ▲７２.４ ▲５５.９ ▲１６.５ 

小売業 ▲７２.９ ▲７３.９ １.０ 

飲食業 ▲６９.２ ▲５８.８ ▲１０.４ 
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② 製造業分野 
 
・国内外の見本市や展示会の中止、延期でバイヤーなどと商談ができず売上が減

少している。 

・感染が拡大するにつれ、出張などの営業活動が難しくなっている。 

・輸出入がストップし、製品の出荷停止や材料の不足が続いている。 

・材料、資材が海外から入ってこないため、受注が先延ばしになっている。 

また、これに伴い従業員の休みの調整を行っている。 

・消費や設備投資の減少による影響がこれから出てくると懸念している。 

・中国からの安価な商品が入ってこないため、これまで取引のなかった店舗から

の注文が増えた。 
 

参考：工作機械受注額（日本工作機械工業会2月確報）  

77,224 百万円（うち外需45,227百万円）（前月比▲4.4％（外需▲11.7％）） 

 

③ 建設・建築分野 
 
・中国で製造される衛生器具、空調機器、照明器具等の建築資材に納期の遅れが

生じている。ただし、徐々に納入が進んできたとの声もある。 
 

参考：貿易統計（財務省 R2年 3月上旬分速報） 

輸入 2,182,851 百万円（前年同期2,029,413 百万円、伸率   7.6％） 

輸出 1,915,394 百万円（前年同期2,103,471 百万円、伸率 ▲ 8.9％） 

 

④ 卸・小売分野 
 
・外出の自粛により小売店舗の販売額が大幅に減少しており、終息まではこの状

態が続くと懸念している。 

・仮に終息に向かったとしても引き続き消費マインドが冷え込むことを懸念して

いる。 

・商店街ではイベント休廃止や外出の自粛により来客が激減している。また、感

染が発生した地域における風評被害も懸念される。 

・物販や飲食に比べ、生鮮スーパーでは大きな影響を受けていない印象である。 
 

参考：全国百貨店売上高(日本百貨店協会 R2年 2月) 

 3,661 億円（前年同月比▲12.2％） 

 

⑤ 飲食業分野 
 
・通常、この時期に見込まれる歓送迎会の中止による影響が大きい。 

・自粛ムードにより宴会・会合のみならずランチにまで影響がでている。 

・マスクの着用が必要となっているが調達ができない。 
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⑥ 農林業分野 
 
・給食用向け牛乳のキャンセルの影響は、国の第２弾の緊急対策により酪農家へ

の影響はない見込みである。乳業メーカーも経営のダメージがあるが、国の第

２弾の対策による補償で対応していく。 

・飛騨牛は飛騨地域の市場では枝肉価格が約 300 円/kg 下落するなど、相場は落

ちている。今後は更に下がるという見方もある。 

・飛騨牛の輸出量も前年比の約半分で、今後、更なる減少が懸念。 

・花きについては、消費が減少しており、市場の取扱量が１～２割減となるなど

の影響が出ている。 

・野菜については、需要の落ち込みなど影響は確認できないものの、中国等から

の入国制限等により、生産体制に影響が出ているところもある。 

・木材について、輸出国に渡航できないため商談がスムーズに進まない。 

・イベントの記念品として使用される枡の注文がほぼすべてキャンセルになった。 
 

参考： 

・県内生産量に占める学校給食使用量のシェア(牛乳乳製品統計（R1）速報）  

牛乳 21.8％ 

・学校給食用牛乳の加工仕向け量（乳業者からの聞き取り） 

 276t（3月の学乳仕向計画量489ｔの 56％） 

・飛騨牛去勢Ａ５価格（各市場の公開情報 3月） 

飛騨ミート市場 2,956円/㎏（前月比89.0%） 

岐阜市食肉市場 2,860円/kg（前月比90.2%） 

・飛騨牛輸出量（市場聞取り、2月～3月3週目）6,033kg（前年比▲47％） 

・鉢花の取扱量（市場聞取り、3月4週目時点）中京圏 前年比▲12％ 

 

⑦ 金融機関 
 
・日本政策金融公庫では、実質無利子の融資制度が発表された以降、相談や申込

みが殺到している。調査は簡略化しスピード第一で対応している。 

・小売りや宿泊業、飲食業からの融資の相談等が多く、特に３月以降、セーフテ

ィネット保証を利用した融資の対応が増えている。 

・製造業などでは様子見の状況で、今のところ融資を必要としない企業も多い。 
 

参考： 

・日本政策金融公庫（県内2支店）の融資決定済件数（3/30現在）：500件 

・県信用保証協会保証承諾件数（3/30現在） 

セーフティネット保証４号：221件、65億 4,600万円 

危機関連保証      ： 7件、 4億 7,000万円  
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⑧ その他の分野 
 
・物流業でも３月以降はキャンセルが発生し、輸送量、運賃収入ともに減少して

いる。 

・タクシー業ではドライバーのマスク着用が必要であるが調達できないとの声が

多い。 

・接触が懸念される業種（理美容、治療院等）でも来客数が減少している。 

・イベントの自粛によるチラシなど販促物が減少している。 

 

⑨ 雇用・労働関係 
 
・一部の企業で解雇や派遣切りの動きが出つつある（労働局）。 

・飲食業などでは元々従業員が不足しており確保が難しいため雇用調整助成金に

より凌いでいる状況。 

・飲食店や小売店などの休業や売り上げ減少などによりパートなど時間給で働く

方々の所得の減少が懸念される。 

・生産体制の見直しなどにより、障がい者雇用の検討が先送りになっているので

はないかとの懸念がある。 

・通常３月から開催する合同企業説明会が開催できず先行きに不安を抱えている。 
 

参考：有効求人倍率（労働局、2月分）1.76倍（前月比▲0.08ポイント） 

 

（参 考） 
 

○県・商工会議所等の支援窓口の相談件数（４／２現在） 
 

区分 件数 

県庁・県事務所 １６６件       

休日相談会 ２６件       

各商工会議所・商工会 ７６０件       

中小企業団体中央会 ２６件       

県産業経済振興センター ９２件       
 

（※）国の助成金や国・県の融資制度の内容についての問い合わせが多数 

 

 


